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美瑛川地区かわまちづくり事業における 

地域との連携について 
 
 

五十嵐 拓 
 

北海道開発局 旭川開発建設部 治水課 （〒078-8513 北海道旭川市宮前1条3丁目3番15号） 

 

 美瑛川地区かわまちづくり事業は、地域の振興を図るため白金温泉や青い池などの観光地を

経由し美瑛町市街部を貫流する美瑛川の河川空間をサイクリング等に活用する事業である。事

業実施に当たっては、道内や地元サイクリスト、沿川カフェ経営者等からなるワーキンググル

ープを開催し現地試走や沿川の店舗等と連携した社会実験等を通して効果的な整備やソフト支

援を行っており、これらの取り組みについて報告するものである。 

 

キーワード：まちづくり、地域活性化、地域交流・連携  
 
 
1 はじめに 

 
 

国土交通省では、良好なまちと水辺が融合した空間形

成の円滑な利用推進を図るため、地方公共団体や地元住

民との連携の下で立案された地域の魅力向上を目指す計

画について登録を行う「かわまちづくり支援制度」を推

進している。 

「かわまちづくり支援制度」とは、良好なまち空間と水

辺空間の形成として、観光などの活性化に繋がる景観・

歴史・文化などの河川が有する地域の魅力という｢資源｣

や地域の創意としての｢智恵｣を活かし、地方公共団体や

地元住民との連携の下でハード面、ソフト面で立案され

た、実現性の高い河川や水辺の整備・利活用計画により、

良好なまちと水辺が融合した空間形成の円滑な利活用推

進を図る制度である。（図－１） 
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する検討 相談※相談
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※専用窓口を設置  

 

２ 美瑛川地区かわまちづくり 

 

 

（１）地域概要 

 美瑛町は、「丘のまちびえい」として知られており、

市街部周辺の丘陵地の美しい景観は有数の観光資源とし

て活用されている。近年、世界的に有名となった白金地

区の「青い池」には大勢の観光客が訪れている。さらに

美瑛町では、美瑛の丘陵地帯を駆け抜ける 160km のロン

グライドのサイクルイベント「美瑛センチュリーライ

ド」を平成２１年度から実施し、サイクルツーリズムの

普及・振興につとめており、レンタサイクルを利用して

近隣の観光資源にアクセスする観光客も増加していると

ともに美瑛町における外国人宿泊数も増加している。

（図－２、３） 

 また、美瑛町を貫流している美瑛川は、川そのものの

美しさや、川からの眺望、マラソン大会やスキー大会等

河川空間の多目的利用など、特色のある景観・風土を有

している。（写真－１） 

しかし、多くの観光資源は美瑛川の上流（山岳・温泉

エリア）と下流（丘陵・市街エリア）に分かれており、

十分に連携されていない状況にある。（図－４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－１ かわまちづくりの流れ 

図－２ 美瑛町位置図  
 

美瑛町 

旭川市 

札幌市 
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（２）地域の取組み 

美瑛川地区かわまちづくり計画 

美瑛町は美瑛川の堤防をサイクリングコースとして利 

用し、導線を結ぶことによって地域観光資源エリア間の

連携を図ることを目的に「美瑛川地区かわまちづくり計

画」を平成26年1月27日に策定し、平成26年3月26日に国

土交通省かわまちづくり支援制度に登録された。 

（図－５、６） 

この「美瑛川地区かわまちづくり計画」に基づき、平

成 27 年度から旭川開発建設部と美瑛町は地域の方と連

携し、川を活用したサイクリング等による観光促進のた

めの整備を進めてきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）美瑛川地区かわまちづくりワーキンググループ 

a) 美瑛川地区かわまちづくりワーキンググループ 

旭川開発建設部と美瑛町は地域観光資源エリア間の連

携を図ることを目的に策定した「美瑛川地区かわまちづ

くり計画」に基づき、美瑛町によるまちづくりと連携し

て、高水敷整正や河川管理用通路等を整備し、川を活用

したサイクリング等による地域活性化やインバウンドを

含めた観光の促進を図るため、北海道内や地元のサイク

リスト、美瑛川沿川の飲食経営者などから地域と連携し

た効果的な河川空間のサイクリングコース利用に向け意

見を聞くため、美瑛川地区かわまちづくりワーキンググ

ループ（WG）を設置した。 

平成30年2月現在までに計6回のワーキングが開催され

ている。（図－７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

ｂ)第１～３回ワーキンググループ 

第１～３回ワーキンググループでは、主に美瑛川河川

空間をサイクリングコースとして効果的に活用するため

に必要な整備内容について議論し、以下の方向性で整備

することとなった。 

 

・河畔林の管理 

 美瑛川沿いの河川空間は、青く見える美瑛川と十勝岳 

連峰の美しい山並みが望める新たな観光資源として期待

されているが、河畔林が繁茂し美瑛川の良好な景観を望

写真－１ 河川空間の利用状況 

（マラソン大会とスキーマラソン大会の状況） 

図－４ 美瑛町観光エリア 

図－７ ＷＧ参加メンバー 

 

図－５ 申請時のかわまちづくり計画 

■ＷＧ参加メンバー 

・尾形明男（美瑛町サイクリングクラブ会長） 

・太田雅己（ペンション トムテ ルム代表） 

・船城一泰（カフェ ムスタッシュ・ボス代表） 

・岩佐高子（美瑛町観光協会係長） 

・みやけ りかこ（ライター・エディター、さっぽろ自転車ガール） 

・塚田聡仁（美瑛町副町長） 

・柿沼孝治（旭川河川事務所長） 

ＷＧ参加期間：平成27年11月6日～平成29年3月31日 

・髙橋慶久（旭川河川事務所長） 

  ※平成30年10月現在 

図－６ 整備イメージパース図 

図－３ 美瑛町における外国人宿泊客数の推移 

（出典 北海道観光入込客数調査報告書 北海道ＨＰ） 

年度 
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むことができないだけでなく、河川の維持管理上好まし

くない状況であった。 

 そのため、ＷＧで実際にコースを自転車で試走し河畔

林管理の必要な範囲を確認するとともに、３Ｄ映像を活

用し河畔林管理前後のイメージを確認しながら整備を行

った。（写真－２、図－８、９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・案内看板 

 案内看板については設置箇所とデザインについて 

ＷＧで議論した。設置箇所はサイクリングコースの起終

点と中間地点の休憩場所に設置することとした。 

デザインについては異なる3案についてサイクリング

コース上で提示し、最適案を確認した。ＷＧでの採用案

は景観を考慮したシンプルなデザインとし、サイクリン

グコースの縦断図や周辺のカフェ、レストラン、トイレ

についても英語表記付きで記載する案となった。 

（写真－３、図－１０） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

・誘導ライン 

サイクリングコースは美瑛川沿いでわかりやすいため 

誘導ラインの設置箇所は、スタート地点やトイレ等の案

内を目的とし主要地点（美瑛駅や青い池等）並びに分岐

点に設置することとした。 

また、標示する内容は主要地点までの方向と距離とし、 

左側通行の注意喚起を行うため、大きさの違う３種類の

誘導ラインを設置し、現地で走行中の見え方を確認した。

採用案は自転車で走行しても読み取れる大きさとし、デ

ザインについては外国人旅行者も理解できるように、観

光庁で作成している｢観光立国実現に向けた多言語対応

の改善・強化のためのガイドライン｣のピクトグラムを

採用した。（写真－４、図－１１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・川へ近づくことができるアクセス路 

美瑛川は水深が深い淵の部分についても青く見え、そ

の風景も美しいことから、川に近づくことができるアク

セス路の整備についても検討した。ＷＧではＣＧによる

整備イメージを確認し、意見を聞きながら整備箇所を選

定した。その結果、川へのアクセス性が良く景観の良い

2箇所について整備することとした。（図－１２） 

 

 

 

 

 

 

 

写真－２ 河畔林の状況 

図－９ 整備後のイメージＣＧ 

 

図－８ 整備前のイメージＣＧ 

 

写真－３ 案内看板の現地確認状況 

図－１０ 案内看板 採用案 

 

写真－４ 現地試走による誘導ラインの確認 

図－１１ 誘導ラインの採用案 

図－１２ アクセス路整備イメージＣＧ 

繁茂した河畔林 
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・橋梁箇所のアンダーパス 

 自転車と車との接触防止とサイクリングコースの連続 

性を確保するため、橋梁箇所にはアンダーパスを整備す 

ることとした。ＷＧではＣＧによる整備イメージを確認 

し、整備箇所を選定した。（図－１３） 

 

 

 

 

 

 

 

・車止めの設置 

 サイクリングコースは一般車両の通行を制限するため、 

車止めを設置し、形状は、自転車の走行性を考慮した形 

状とすることとした。（写真－５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・休憩設備・サイクルサポート設備 

ＷＧで周辺カフェ等にサイクリングコース利用者が流

れる仕組みが重要であるとの意見が出されたことから、

周辺のカフェ等と連携してサイクルサポート体制を構築

するための社会実験を行うことを検討した。 

 

ｃ) サイクルサポートに関する社会実験 

周辺施設へ利用者が流れる仕組みの一つとして、サイ

クルサポート体制構築のため、サイクルラックや空気入

れ等を周辺のお店や施設に配置し、その有効性を検証し、

サイクリング利用者によるサイクリングコースや周辺施

設等の利用促進を図るため、サイクリングの利便性向上

につながるサイクルラックや空気入れ、工具等のサイク

ルサポート設備を美瑛町内の 3 施設、13 店舗に設置し、  

その有効性、必要性を検証するための社会実験を平成

28 年７月15日(金) ～8月21日(日)に実施した。 

その結果、サイクルラックの利用者は多く、利用者や

店舗から好評であり、アンケート結果では入口表示があ

ると立ち寄りやすいかとの問いに対し、159 人中 145 人

が立ち寄りやすいと回答し、サイクルラック、空気入れ、

工具があると立ち寄りやすいかとの問いに対し、154 人

中149人が立ち寄りやすいと回答した。 

アンケート結果により、サイクルサポート施設の表示

及びサイクルラックを設置することで周辺施設等の利用

増加が図られる可能性があることが確認できた。 

（写真－６、図-１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ)第４～６回ワーキンググループ 

第４～６回ワーキンググループでは、主に社会実験の

結果を踏まえた今後の観光協会との連携や、サイクリン

グコースのＰＲ方法に関して、以下について議論した。 

 

・地元住民へのＰＲ促進 

美瑛川・青い池サイクリングコースは、距離が短くフ 

ァミリータイプの自転車向けでもあることから、地元の

子供やファミリー層にも利用してもらえるようＰＲする

ため、地元の子供やファミリー層を対象とする現地試走

イベントを検討し、美瑛町内の見所を体験しながら「美

瑛川・青い池サイクリングコース」をサイクリングする

「親子体験試走会」を平成29年10月1日に開催した。

（写真－７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＰＲ動画の作成 

サイクリングコースと美瑛町内での体験施設等観光の 

魅力を広く周知するため、「親子体験試走会」の状況を

サイクルラック 

写真－６ 社会実験実施状況 

写真－７ 親子体験試走会の状況 

 

洋食カフェ 

パン作り ビルケの森で昼食 

森林散策 サイクリング 

図－１３ アンダーパス整備イメージＣＧ 

写真－５ 車止めの設置イメージ写真 

図－１４ 社会実験アンケート結果 

はい, 149

いいえ, 5

はい, 145

いいえ, 
14

●入り口にサポート施設の 
表示があると寄りやすいか？ 

 

●サイクルラック、空気入れ、 
工具があると立ち寄りやすいか？ 
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撮影し、ＰＲ動画を作成した。美瑛町や美瑛町観光協会

のホームページで公開する。（写真－８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・サイクリングコースマップの作成 

 サイクリングコースを広く周知するため、サイクリン

グコースマップの作成を検討した。コースマップには、

美瑛駅から主要地点までの距離表示やコースをイメージ

できる写真を追加することがＷＧで議論された。 

（図－１５） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

・継続的なイベントの実施 

ＷＧでサイクリングコースのさらなるＰＲと沿線施設 

の利用促進について議論され、フォトコンテストの実施

についての意見が出された。今後は普及したスマートフ

ォンの機能を生かし、ＳＮＳとカメラ機能が連動した写

真共有アプリを活用したフォトコンテストを検討する。 

 

（４）事業の効果 

定点カメラ調査 

美瑛川・青い池サイクリングコースの整備の効果指標

とするため、美沢橋【１】と美沢橋上流側【２】の美沢

地区休憩施設の2箇所（図－１６参照）に定点カメラを

設置し整備・ＰＲ完了前のサイクリング利用者数等を平

成29年8月8日（火）～9月4日（月）（約４週間）

確認した。 

調査結果は、美沢橋地点【１】では美瑛から青い池方

面のサイクリング利用者は8.6人/日に対し、上流の美

沢地区休憩施設地点【２】では美瑛から青い池方面のサ

イクリング利用者は5.6人/日と減っていることから、

美瑛川・青い池サイクリングコースの利用者の一部は直

接に青い池には向かわず拓真館や四季彩の丘等他の目的

地向かっていることが想定された。（図－１７、１８参

照） 

今後は美瑛川・青い池サイクリングコースのＰＲを継

続し、サイクリングコースの利用者を目的地の青い池に

誘導できるように進めて行きたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－８ 美瑛川・青い池サイクリングコースＰＲ動画 

図－１７ 美沢橋【１】利用者数 

図－１６ 定点カメラ調査箇所図 

図－１５ サイクリングコースマップ案 

平均利用者数  
美  瑛 →青い池 ：242人（8.6人/日） 

         青い池 →美  瑛 ：108人（3.8人/日） 

平均利用者数  
美  瑛 →青い池：159人（5.6人/日） 

           青い池 →美  瑛：133人（4.8人/日） 

図－１８ 美沢地区休憩施設【２】利用者数 
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３ まとめ 

 

 

美瑛町は、丘陵や広大な畑の風景が人気で「丘のまち

びえい」として知られており、その美しい風景は、TVCM

やドラマ・写真集に使われ、現在では多くの人々が訪れ

ている。近年では白金の青い池が話題となり、その幻想

的な景観が新たな魅力となって、多くの観光客が来訪し

ている。 

今後は、さらに豊かな美瑛川の魅力をより知ってもら

い、これらの観光資源とあわせて、今までに無かった新

しい河川空間からの十勝岳連峰の眺望など地域の観光資

源の更なる活用により、整備箇所に隣接するレストラン

やカフェ、直売施設を運営する地元や観光協会、観光業

の方々と行政が連携を図り、河川空間の有効な活用と、

観光による地域振興につながる取り組みを目指したい。 
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自転車走行環境に配慮した「三連ドットライン」

整備効果のＥＴＣ２.０データを用いた分析 
～国道２２０号伊比井地区～ 

 
 

山腰 司 1・河野 勝仁 2・田村 盛人 2 

 

１九州地方整備局 宮崎河川国道事務所 工務第三課 （〒880-8523 宮崎県宮崎市大工 2丁目 39） 
2九州地方整備局 宮崎河川国道事務所 調査第二課 （〒880-8523 宮崎県宮崎市大工 2丁目 39） 

 

 国道220号伊比井地区は、カーブ区間において、すれ違い時の車両相互事故や工作物衝突事故

が多発している箇所である。対象地区の事故対策として、平成29年2月に自転車走行環境に配慮

した「三連ドットライン」を整備し、カーブ区間の進入速度抑制を図った。 
その事故対策効果として、急ブレーキ等に関する潜在的危険の減少が予想されたため、

ETC2.0データを活用し、危険挙動等の分析を行った。 

 

キーワード 交通安全事業，ETC2.0，三連ドットライン，事故対策効果検証  
 

 

1.  はじめに 

 
 平成22年度の事故ゼロプラン導入を契機に、PDCAサ

イクルマネジメントによる効果的な交通安全事業の実施

が必要とされている。そのためには、対策完了後速やか

に効果を検証し、追加対策の検討や他箇所への水平展開

を図ることが重要である。 

事故対策効果の検証について、従来より実施されてい

る手法として、①交通事故データによる検証、②ビデオ

撮影調査（交通挙動）による検証等が挙げられる。①

交通事故データによる検証は、対策前後各４年間の平

均で検証することが一般的であり、データの蓄積に一

定期間を要する点で課題がある。②交通挙動による検

証は、ビデオ撮影を実施し、対策前後の危険挙動（急

ブレーキ回数等）を比較・効果検証を行うものである

が、調査を実施した特定期間の挙動に過ぎず、結果の

信頼性評価の点で課題がある。 

近年、ETC2.0データを収集可能な路側機の整備や

「ETC2.0」及び「ETC2.0対応カーナビ」の普及が急速に

進み、交通安全事業へのデータ活用が本格化してい

る。図-1に宮崎県内におけるETC2.0（DSRC）の累積セ

ットアップ数を示す。現在の累積セットアップ数は

14,232件（平成30年4月時点）であり、本格導入を開始し

た平成26年4月の1,168件と比べると4年間で約12倍となっ

ている。ETC2.0データは、基本情報（車載器の情報）、

走行履歴（位置の履歴）および挙動履歴（急な加減速

等の情報）で構成されており、潜在的な危険箇所の抽

出や事故対策後の効果検証等、交通安全事業に利用す

ることができる。 

 本稿では、交通安全事業として平成29年2月に「三連

ドットライン」（以下、本対策）を整備した国道220号

伊比井地区（宮崎県日南市伊比井）において、ETC2.0デ

ータを用いた分析により対策効果の検証を行った結果を

報告する。 

 

2.  検証対象地区の概要 

 

 対象地区（図-2）は、宮崎市から日南市を連絡する幹

図-1  ETC2.0累計セットアップ件数（宮崎県の推移）

図-2  国道２２０号伊比井地区（宮崎県日南市伊比井） 
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線道路である国道220号に位置し、異常気象時の事前通

行規制や災害による通行止めを解消することで、安全安

心な通行の確保及び孤立集落の解消を目的とした日南防

災（北区間）の整備区間である。また、道路構造は、最

小曲線半径がR = 71 mの急カーブ区間であり、最大縦断

勾配がi = - 4.6 %（下り線方向）の勾配区間である。 

対象地区における事故状況は、平成25年から平成28年

の約3年間で、死傷事故が12件、死傷事故率が236.3件/億

台キロであり、宮崎河川国道管内の事故多発ランキング

は227位（管内平均73.4件/億台キロの3倍）である（図-

3）。 

発生事故類型を図-4に示す。対象地区の事故は、防護

柵等の工作物衝突（6件）、すれ違い時の車両相互（3

件）、追突（1件）、車両相互の正面衝突（1件）、その

他車両単独事故（1件）となっている。なお、すれ違い

時の車両相互とは、対面進行中の車両間において側方通

過の際、一方の車両の側面に他方の車両が触れ合った場

合の事故類型である。 

 

3.  検証対象地区における交通事故要因と対策 

 

 対象地区において多発している、すれ違い時の車両相

互や工作物衝突事故の要因として、走行車両の速度超過

が考えられる。すなわち、走行速度が高い状態でカーブ

区間を走行するため曲がりきれず、防護柵等への衝突や

対向車線へのはみ出し、すれ違い事故を引き起こしてい

ると考えられる。 

 図-5にETC2.0データによる対象地区における平成28年

4月～6月（事故対策実施前）の急ブレーキ発生分布を示

す。なお、本稿ではETC2.0データの挙動履歴において前

後加速度が-0.3G以下のデータを急ブレーキデータとし

て分析している。当該カーブ区間において急ブレーキが

多発していることが確認され、ETC2.0データ上でも、潜

在的な危険箇所と考えられる。 

上記内容より、対象地区の事故対策は車両の走行速度

の抑制が重要な課題と考えられる。 

車両の速度抑制対策の有効な先行事例として、国道

497号佐世保中央IC（以下、事例箇所）の「三連ドット

ライン」が挙げられる。対象地区と同様に事例箇所にお

いても高速走行が要因となるカーブ区間の追突事故や工

作物衝突事故が多発しており、「三連ドットライン」に

よる対策を実施している。具体的な整備内容は、通常速

度抑制対策に用いられる「二連ドットライン」に対し、

運転者の視覚的誘導を目的とした中央ドットラインを追

加し、カラー化（ドットを黄色着色）したものである。

さらに、ドットラインの厚みを従来の3 mm から 5 mmに

厚くして車に微振動が発生する工夫を施している。 

事例箇所の対策整備後は、事故の減少（3件/月⇒0.25

件/月）やETC2.0データ（走行速度や危険挙動）の分析

結果において安全性の向上が確認されており、有効な対

策であると考えられている。 

そのため対象地区においても、車両の走行速度の抑制

が課題であり、かつ、急曲線部の走行誘導の必要性が考

えられることから、宮崎県内では初となる本対策の導入

を実施した。 

 図-5  急ブレーキ（前後加速度-0.3G以下）発生分布 

カーブ区間で 

急ブレーキが多発 図-3  宮崎河川管内における死傷事故率降順図（H25-H28） 
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300件/億台キロ以上

100件/億台キロ以上 300件/億台キロ未満
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当該箇所

当該区間（45-T50088-000）

236.3件/億台キロ(第227位)

宮崎河川国道管内平均73.4件/億台キロ

車両相互 すれ違い時

3件
25.0%

車両相互 正面衝突
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1件
8.3%

車両単独 その他

1件
8.3%

車両単独 工作物衝突

6件
50.0%

図-4  当該箇所における事故類型（H25-H28） 
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本対策（図-6）は、先進事例に習い、ドットの厚みを

従来の3 mm から 5 mmとし、車両に微振動を起こさせる

ことで、ドライバーへの注意喚起を図った。 

さらに、中心ドットのみカラー化（黄色）し、走行車

両の視認性の向上に努めた。 

対象地区へ整備した場合の効果として、車両の走行速

度が抑制され、走行位置が安定するものと考えられる。 

なお対象地区は、サイクリング環境向上によるサイク

ルツーリズム推進の取り組みにより、宮崎県のモデルル

ートとして指定されている。よって自転車利用者が多く

通行する区間となっており、自転車の走行空間を確保す

ることも重要である。 

そのため、自転車の走行ルートとして、外側線（白実

線）と三連ドットライン（白破線）の間を確保すること

を計画し、車道外側の舗装幅をw=15cmと細くすること

で、外側線との間に25cmの自転車走行空間を設けた。 

なお対象地区には、注意喚起看板（事故多発）の設置

及び注意喚起路面標示（カーブ注意）の整備を本対策に

併せて実施している。 

 
4.  対策効果検証方法 

 

 本対策の整備による効果として、カーブ区間への進入

速度の低下に伴い、潜在的危険挙動（急ブレーキや急ハ

ンドル）が減少することが期待されるため、ETC2.0デー

タを用いて対策前後で比較を行うことにより検証を行っ

た。 

ETC2.0データは、走行履歴情報（様式1-2）、挙動履

歴情報（様式1-4）を用い、分析を行った。具体的な対

策効果に関する検証項目を表-1に示す。 

 

 検証範囲は急ブレーキが多発するカーブ区間とした

（図-5）。また、検証期間については危険挙動の減少が

想定されることから、対策前（平成28年4月1日～平成28

年6月30日）と対策後（平成29年4月1日～平成29年6月30

日）とし、各分析項目で比較を行った。なお、対象地区

において工事が実施された期間（6月22、25、30日）に

ついては、検証期間より除外した。 
 
5.  対策効果検証結果 

 

 ETC2.0データを用いて、対象地区における通過（搭載）

車両の台数を算出した結果、対策前の上り線が862台/12h、

下り線が887台/12hであり、対策後の上り線が1,716台/12h、

下り線が1,749台/12hであり、上下線ともに対策後の通過

車両が2倍近く増える結果となった。宮崎県内における

ETC2.0セットアップ台数が平成28年4月で4,567件、平成

29年4月で10,283件であることから、通過台数の増加要因

は、ETC2.0のセットアップ車両の増加と考えられる。

ETC2.0のセットアップ件数が全国と比べて低い宮崎県

（全国で41位）の郊外部である対象地区においても

ETC2.0の普及が進んでいることが確認できた。 

次に、対策前後の平均走行速度の比較を示す（図-7）。 

カーブ区間の平均走行速度は、上下とも1.0km/h以上低

下し、整備による減速効果を確認できた。また、対象地

区の指定最高速度（50km/h）以上で走行する車両の割合

については上下線ともに約20%減少していることが分か

った（図-8）。 

 

 

 

視覚だけでなく振動で注意喚起 

図-6  三連ドットラインの概要 

（左上：整備後写真、左下：イメージ、右：標準平面図） 

閾値 備考

- 様式1-2

- 様式1-2
急ブレーキ発生状況 前後加速度 -1.0～-0.3G 様式1-4

左右加速度
-1.0～-0.3G(左)
+0.3～+1.0G(右)

様式1-4

ヨー角速度
-30.0～-8.5deg/s(左)
+8.5～+30.0deg/s(右)

様式1-4

走行車両台数
走行速度

分析項目

急ハンドル発生状況

表-1  本検討における分析項目 

図-7  カーブ区間における平均走行速度の比較 

図-8  50km/h以上で走行する車両台数（百台当たり）
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事例箇所においても、ETC2.0データを用いて、カーブ

区間の平均速度の効果検証を行っており、対策前後で約

2km/hの速度低減効果が確認されていることから、本対

策においても、同様の整備効果が発現していると判断で

きる。 

図-9に急ブレーキ発生状況を示す。上り線は対策前後

において急ブレーキの発生は見られなかった。一方、下

り線は対策前と比べ、発生頻度が約46%減少した。 

急ハンドルの指標については、左右加速度は、下り線

よりも上り線の発生頻度が少ない傾向にあるが、上下線

ともに20%以上減少していることが分かった（図-10）。 

 本対策の対象地区全体の効果を把握するため、特徴的

な挙動であった下り線における急ブレーキ発生区間（図

-5）について、整備前から整備後までの時系列分布図を

作成し、時空間的な効果を検証した（図-11）。図より

整備直後では、直線部の急ブレーキが減少し、さらに整

備後7ヵ月目からは、カーブ区間の急ブレーキが減少す

る傾向が見られ、対象地区の安全性が時間の経過と共に

向上していることが分かった。 

 最後に、対象地区における事故発生状況を宮崎県警察

日南署交通規制課へ聞き取り調査により確認した。当該

箇所の事故発生件数（物損・人身）は、整備前（平成28

年1月～平成29年1月）が22件、整備後（平成29年3月～

平成30年3月）が2件であった。事故の多発していた整備

前と比べ、整備後の事故件数が1割以下と大幅に減少し

ていることが確認できた。これは本対策によって潜在的

な危険挙動（速度超過、急ブレーキ等）が減少したため

であり、それによって顕在化している交通事故が減少し

たものと考えられる。 

 

6.  まとめ 

 

 本検証で得られた結論を以下に示す。 

(1) 対象地区における通過（搭載）車両が検証期間に

おいて2倍以上増加しており、全国的にETC2.0のセ

ットアップ件数が少ない宮崎県の郊外部において

もETC2.0の普及が進んでいることが推察された。 

(2) 本対策の整備により、対象カーブ区間において、

平均走行速度が1.0km/h以上低下し、速度超過車両

が2割以上減少した。また、危険挙動として、下り

線の急ブレーキの発生件数が約46%減少し、走行

時の安全性が向上したと考えられる。 

(3) 対象カーブ区間の時系列分布図より、本対策の整

備後において、急ブレーキ発生区間の安全性が時

空間的に向上した。また、整備後の事故発生件数

についても大幅な減少が見られ、カーブ区間全体

における事故リスクの低減が確認できた。 

(4) 上記より、自転車走行環境に配慮した本対策にお

いても、先行事例と同様の効果が確認でき、事故

リスクの低減に寄与することが分かった。 

 

謝辞：本研究で使用した交通事故に関する情報は、宮崎

県警察より提供いただいた。ここに記して謝意を表する。 

 

 

図-9  急ブレーキ（-0.3G以下）発生頻度の比較 

図-10  左右加速度（0.3G以上）発生頻度の比較 

 

図-11  下り線 急ブレーキ（-0.3G以下）発生頻度の時系列分布図 
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生活道路対策エリアにおける 
地域意見を踏まえた交通安全対策 

 
 

星川 菜津美1・綾 早都美1 
 

1四国地方整備局 香川河川国道事務所 交通対策課（〒760-8546香川県高松市福岡町4-26-32） 

 
香川県エリアでは，香川県交通事故対策会議を設立し，PDCAサイクルに基づく交通事故対

策を推進している。その取組みの一環として，住民参加による実効性の高い生活道路対策を行

うため，生活道路対策エリアである「高松市中野町地区」を対象に，ビッグデータ活用による

課題抽出，地域住民等とのタウン・ミーティングによる課題共有，地域住民代表者を対象とし

た検討会議による生活道路対策（案）の検討を実施した。各種データ・ツールによる課題の見

える化、地域住民等の実感とのすり合わせを行ったことにより，問題意識が明確化・共有でき，

今後の取組みを円滑に推進できる環境を整えることができた。 
 

キーワード 生活道路対策，住民参加，タウン・ミーティング，ビッグデータ 

 

 

1. はじめに 

香川河川国道事務所では，香川県エリアの交通事故

抑止対策をより効果的・効率的に実施するため，主とし

て直轄国道を対象とする対策箇所について選択と集中の

観点で厳格に選定した。そしてその選定箇所の事故発生

要因について調査・分析，対策の立案・実施および対策

の検証・評価等を行うとともに，必要に応じ他の道路へ

拡大することを目的として，H17年度に道路管理者・警

察・学識経験者等から構成される香川県交通事故対策会

議（以下，｢事故対策会議｣）を設置した。事故対策会議

では，県内の事故状況や特性などを客観的なデータをも

とに分析したうえで，関係者が協力し，より効果的な対

策を行うため，県内関係者，警察，道路管理者等が意見

交換しながら，香川県内の道路の交通事故抑止に向けた

対策の検討や取組みを行っている。 

交通事故対策の取組みが推進された結果，近年では，

全国的に幹線道路事故件数が減少傾向にある一方で，生

活道路の事故件数は横ばい傾向にある。特に，生活道路

における歩行中・自転車乗車中の死者数の減少率が，幹

線道路と比較して小さく，その対策が喫緊の課題である。 

事故対策会議では，モデルケースとしてH27年度から

高松市中野町地区を対象に，生活道路対策の検討を進め

ており，H28年度にはビッグデータ及び挙動調査による

課題抽出を行い，H29年度には住民参加による対策検討

を実施した。 

 

2. 背景と目的 

第47回社会資本整備審議会基本政策部会（H27.4.8）に

おいて，生活道路での事故対策の重要性が示されたこと

から，国土交通省では，ビッグデータ等を活用して，生

活道路を対策を推進していくこととなった。この施策が，

「生活道路対策エリア」と呼ばれる取組みである。 

生活道路対策エリアは，地方公共団体が交通事故デ

ータ等を活用し，対策エリア候補を抽出し，直轄国道事

務所等へ登録申請を行うことで登録される。その後は、

地域協働の推進体制を構築し，PDCAサイクルに基づく

事故対策を推進する取組みである。このとき，国土交通

省では，ビッグデータの分析結果の提供，有識者の斡旋

など，情報提供・技術支援を行う（図-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 1 「生活道路対策エリア」の取組みフロー 

これを受けて，事故対策会議では，H27年度にビッグ

データである生活道路総合データベースを用いて，緊急

性の高いエリア（生活道路対策エリア）の抽出を行い，

高松市中野町地区を選定した（図-2）。 

本稿では，住民参加による実効性の高い生活道路対
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策を行うことを目的に，「高松市中野町地区」を対象に，

ビッグデータ活用による課題抽出，地域住民等とのタウ

ン・ミーティングによる課題共有，地域住民代表者を対

象とした検討会議による生活道路対策（案）の検討を実

施した取組み内容について述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 2 香川県における緊急性の高いエリアの選定フロー 

 

3. 高松市中野町地区の概要と課題 

(1) 高松市中野町地区の概要 

本稿の対象地区である「高松市中野町地区」は，高

松市中心部に位置し，国道11号，県道33号等に囲まれ，

石清尾八幡宮の参詣道である八幡通り（高松市道馬場田

町線）が東西を貫通するエリアである（図-3）。 

対象地区内は，高等学校等の教育施設が多数立地し

ており，香川県庁や香川大学が周辺に立地するため，朝

夕には歩行者・自転車の通行が多い。これに関連して，

地区内では，自転車関与事故や交差点部事故が多発して

おり，生活道路対策の実施が求められていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 3 高松市中野町地区の位置 

(2) 高松市中野町地区の課題 

a) 交通事故発生箇所・発生状況 

生活道路事故データベース（交通事故総合分析セン

ター）によると，高松市中野町地区では，H25-H28の4年

間で53件の死傷事故が発生し，自転車関与事故がその約

6割を占める。また，自転車関与事故の発生位置は，交

差点部に集中している。（図-4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：生活道路総合データベース（H25～H28） 

図- 4 高松市中野町地区における交通事故発生箇所 

b) 走行車両の急ブレーキ多発箇所 

ビッグデータであるETC2.0プローブデータの挙動履歴

データを用いて，ヒヤリハット事象である急ブレーキの

発生状況分析を行った。その結果、高松市中野町地区で

は，地区内を東西に貫く八幡通りにおいて急ブレーキが

多発していること，四国管区警察局付近，四国財務局東

側，国道11号流出交差点といった交差点部において，急

ブレーキが多発していることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：ETC2.0プローブ(挙動情報),H28.4～H29.3  平日(7時～19時) 

図- 5 高松市中野町地区における急ブレーキ多発箇所 

c) 抜け道利用の状況 

ビッグデータであるETC2.0プローブデータの挙動履歴

データを用いて，高松市中野町地区の抜け道利用の実態

分析を行った。西側から南側への抜け道利用については，

約1割の車両が，四国管区警察局前の細街路を利用して

いる。南側から西側への抜け道利用については，約4割

が亀阜小学校東側の細街路を利用している。 

【STEP3】 自治体（市）との調整

【分析データ】生活道路総合データベース(交通事故総合分析センター,H24～H26)

【STEP1】4次メッシュ（500m×500m）単位での対策候補メッシュの抽出

抽出指標①：生活道路における交通事故発生件数の上位100メッシュ
抽出指標②：生活道路における歩行者・自転車の死傷事故件数が平均以上（平均件数=1.84）
抽出指標③：5.5m未満の道路の死傷事故件数が平均以上（平均件数=1.17）
抽出指標④：専ら商業系の用途地域でない
抽出指標⑤：小中学校が存在する
抽出指標⑥：ゾーン30に指定されている

6指標該当：1メッシュ、5指標該当：5メッシュ

【STEP2】候補メッシュのエリア設定

高松市中野町地区

「交通事故の発生地点」、「危険挙動の発生地点」、「道路状況」、「規制状況」、「小
中学校の施設状況」などを視点とし抽出メッシュを含むエリアを設定

【登録された緊急性の高いエリア】

エリア① 高松市栗林地区 エリア② 丸亀市西本町地区
エリア③ 高松市中野町地区 エリア④ 坂出市白金町地区
エリア⑤ 高松市伏石町地区 エリア⑥ 高松市木太町地区

抽出メッシュ

設定エリア

※ 太字：優先度の高いエリア

高松駅

高松港

栗林公園

高松市中野町地区

⾹川⼤学教育学部
附属⾼松⼩学校

四国管区警察局

⻲岡
公園 英明

⾼等学校

⾼松市⽴
⻲⾩⼩学校

四国財務局

11

11

中野町地区における交通事故

⼈対⾞両（×）
3.8％

⾞両相互（×）
（⾃転⾞が絡む事故）
58.5％

⾞両相互（×）
（⾃転⾞が絡む事故以外）

37.7％

事故 2件
（うち⾃転⾞絡み 1件）

事故 3件
（うち⾃転⾞絡み 3件）

事故 3件
（うち⾃転⾞絡み 1件）

事故 16件
（うち⾃転⾞絡み 6件）

事故 3件
（うち⾃転⾞絡み 2件）

事故 7件
（うち⾃転⾞絡み 7件）

県道
33

⾹川⼤学教育学部
附属⾼松⼩学校

⻲岡
公園 英明

⾼等学校

⾼松市⽴
⻲⾩⼩学校

四国財務局

11

11

急ブレーキ多発箇所①
（⼋幡通り）

急ブレーキ多発箇所②
（英明⾼等学校南東）

急ブレーキ多発箇所③
（四国管区警察局付近）

急ブレーキ多発箇所④
（四国財務局東）

急ブレーキ多発箇所⑤
（国道11号流出交差点）

県道
33

四国管区警察局
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資料：ETC2.0プローブ(挙動情報),H28.4～H29.3  平日(7時～19時) 

図- 6 高松市中野町地区における通過車両の経路分析 

(3) 対策候補箇所の抽出 

地区内全ての箇所について，一度に対策を行うこと

は整備費用・スケジュールの観点から現実的でないため，

データ分析結果及び現地踏査結果を踏まえ、以下のとお

り，対策候補箇所の絞り込みを行った。 

箇所①：八幡通り（自転車事故・急ブレーキ多発） 

箇所②：事故・急ブレーキが多発している細街路 

箇所③：事故発生し，亀阜小で注意している細街路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：ETC2.0プローブ(挙動情報),H28.4～H29.3  平日(7時～19時) 

図- 7 高松市中野町地区における対策候補箇所の選定 

 

4. 住民参加による対策検討 

(1) 住民参加による対策検討スキーム 

H28年度の事故対策会議での議論において，学識者よ

り，「生活道路対策において重要なことは安全性と利便

性の選択。どちらに重きを置くのかを，地域の方に委ね

るためにも，適切な情報提供が必要。」との意見があり，

単なる地元説明会に留まらず，地域住民自身が課題解決

に向けて考えてもらえるような検討スキームを構築する

必要があった。 

これを念頭に，H29年度は図-8に示す検討スキームを

構築し，地域住民等と課題共有を図りながら，生活道路

対策を検討することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 8 住民参加による生活道路対策の検討フロー 

(2) 中野町地区タウン・ミーティング 

a) 開催概要 

タウン・ミーティングは，以下の要領で実施した。 

a) 日時 

・平成29年11月26日（日） 9：30～12：00 

b) 場所 

・ルポール讃岐 会議室 

c) 参加者 

・亀阜校区コミュニティ協議会 

・地区内自治会（なかよし会、たつみ会、五月会、愛友

会、公友会、中央町南部） 

・亀阜小学校教諭，亀阜小学校PTA，亀阜小学校育成会 

・英明高校教諭・生徒 

・香川大学学生 

d) 関係機関 

・香川県タクシー協同組合 

・香川県警察本部 

・香川県 

・高松市【事務局】 

・国土交通省四国地方整備局【事務局】 

b) 開催にあたっての工夫 

タウン・ミーティングでは，まず，事務局（香川河

川国道事務所）より，地区内の事故・急ブレーキ発生状

況など，客観的データから見られる地域の課題説明を行

った。その後，参加者及び関係機関を3グループに分け，

対策候補箇所を現地見学したうえで，白地図等を囲みな

がら意見交換（ワークショップ）を行った。 

現地見学会にあたっては，データからみた課題箇所

を直感的に把握できるよう，ヒヤリハットマップを作成

した（図-9）。また，参加者に生活道路対策の対策イメ

ージを持ってもらうため，全国の整備事例を整理した生

活道路対策ハンドブック（A5版）を作成し，手持ち資

料として配付した。さらに，会場において四国地方整備

局が保有する可搬式ハンプの展示も行った（図-10）。 

⽯清尾⼋幡宮

⾹川⼤学
⾼松市⽴
紫雲中学校

⾹川県庁

⾹川⼤学教育学部
附属⾼松⼩学校

四国管区警察局

⻲岡
公園

11

11

33

四国財務局

南側⇒西側行きの主な迂回路

西側⇒南側行きの主な迂回路

数字は台数を示す。

南側⇒⻄側⾏き
通過台数の4割

⻄側⇒南側⾏き
通過台数の2割

南側⇒⻄側⾏き
通過台数の7割

⻄側⇒南側⾏き
通過台数の1割

⾼松市⽴
⻲⾩⼩学校

英明
⾼等学校

⽯清尾⼋幡宮

⾹川⼤学
⾼松市⽴
紫雲中学校 ⾹川県庁

⾹川⼤学教育学部
附属⾼松⼩学校

⾼松市⽴
⻲⾩⼩学校

11

11

33

南側⇒西側の主な迂回路

西側⇒南側の主な迂回路

⻲岡
公園 英明

⾼等学校

四国財務局

四国管区警察局

対策候補箇所①
（⾃転⾞事故・急ブレーキ多発）

対策候補箇所②
（⾃転⾞事故・急ブレーキ多発）

対策候補箇所③
（事故が発⽣しており、

⻲⾩⼩で注意している細街路）

中野町地区タウン・ミーティング
（現地見学会）〔H29.11.26〕

生活道路対策箇所における対策
（案）の見直し

中野町地区検討会議の開催
〔H30.1.26〕

・ニュースレター配布

● 中野町地区の住民によるタウン・
ミーティングを開催し、対策（案）
に関する地域住民からの意見を収集

● タウン・ミーティング結果を踏まえ
て修正した対策（案）について、中
野町地区の住民代表による検討会議
を開催し、対策（案）に関する地域
住民からの意見を収集

・ニュースレター配布
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図- 9 高松市中野町地区ヒヤリハットマップ 

 

図- 10 可搬式ハンプの展示 

なお，タウン・ミーティングに参加できなかった地

域住民にも情報提供を図るため，ニュースレターの作

成・配布を実施している。 

c) 得られた成果 

意見交換（ワークショップ）では，「地区内は，通

勤・通学の自転車のスピードが速い」，「違法駐車が多

く，道路脇を歩きにくい」といった意見が出され，道路

管理者・交通管理者に対策を求める声も挙げられた。そ

の一方で，自分たちの交通マナーの悪さを指摘する意見

も見られ，管理者任せで解決しない問題があることの指

摘もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 11 タウン・ミーティングでの主な意見 

(3) 中野町地区検討会議 

a) 開催概要 

検討会議は，以下の要領で実施した。 

a) 日時：平成30年1月26日（金） 10：00～11：30 

b) 場所：亀阜コミュニティセンター 小会議室 

c) 参加者【地域住民代表者】 

・亀阜校区連合自治会 

・地区内自治会（たつみ会、貝の口親睦会） 

d) 関係機関 

・香川県警察本部 

・香川県 

・高松市【事務局】 

・国土交通省四国地方整備局【事務局】 

b)  得られた成果 

タウン・ミーティングでの意見を踏まえて検討した

生活道路の事故対策案について，地域住民の方の視点に

よるご意見を頂き，事故対策方針の共有を行った。 

意見交換の中では，高校生のマナーの悪さなどの指

摘がある一方で，マナーを遵守する高校生の取組みを褒

める意見もあり，地域住民の中にも交通安全に対する意

識改革（気づき）が見られる場面もあった。 

 

5. まとめと今後の展開 

「高松市中野町地区」を対象に，ビッグデータ活用

による課題抽出，地域住民等とのタウン・ミーティング

による課題共有，地域住民代表者を対象とした検討会議

による生活道路対策（案）の検討を実施した。 

ビッグデータを活用し，地区内の課題を見える化し

たうえで，タウン・ミーティングにおける現地見学会に

より，地域住民等と課題の共有を図ったことで，道路管

理者・警察任せではなく，地域住民自らが課題解決に向

けて考える契機となったと考えられる。 

今後の展開として，各道路管理者・警察により，着

実な生活道路対策を推進し，対策の効果検証を行ってい

くが，今回の中野町地区での取り組みをモデルケースと

して，他地域の生活道路対策エリアにおいても参考とで

きるよう，展開していきたい。 

●高松市立
亀阜小学校

●英明高等学校

●四国管区警察局

写真①→

写真②→

中野町地区

ゾーン30

人対車両

事故類型

車両相互(自転車が絡む事故以外)

車両相互(自転車が絡む事故)

人対車両

車両相互（自転車が絡む事故以外）

車両相互（自転車が絡む事故）

事故の種類（平成25年～平成28年の事故）

写真②

写真③

写真①

■樹木や自販機などで、ミラーが見えない。
⇒樹木の剪定や自販機の移動 など

■3方向から車が来るので危ない。
⇒一方通行規制を増やす など

■見通しが悪く、車が速い。
⇒一時停止標識や横断歩道の設置 など

■ミラー位置が悪いため、他の車が見えにくい。

■一時停止をしない車が多い。
⇒一時停止標識や横断歩道の設置 など

■旅行者などは一方通行がわからない。
⇒目立つ規制標識の設置 など

■横断歩道を渡る時、車が速くて危ない。
⇒横断歩道の存在の明確化 など

■民家などで、見通しが悪い。

■交差点であることが、わかりづらい。
⇒カーブミラーや交差点マークの設置 など

■路上駐車が多い。
⇒取締りの強化 など

■自転車が道路右側

を通行している。

■通学時間帯は歩行者と自転車がとても多い。
⇒横断歩道の注意喚起、歩行スペースの確保 など

■歩行者の退避場所が不足している。
⇒歩車分離信号の設置 など

■路上駐車や駐車場を出入する車で、自転車と
出会頭事故の危険がある。
⇒取締りの強化やミラーの設置 など

地区内全体について

■ゾーン30内の30km/h

規制は速い。
■旅行者の車が迷い、

地区内に進入。

■一方通行を逆走する車
がいる。

■道路に外側線がなく、歩行者・自転車の

通行が危険。
⇒歩行者・自転車スペースの確保 など

■横断歩道に信号がない。
⇒横断歩道の注意喚起 など

■歩道なしの区間がある。
⇒歩行者・自転車スペースの確保 など

■電柱の位置が悪く、他の車が見えにくい。
⇒ミラーの設置 など

■登下校時に歩行者や自転車が

通行する位置を守らない。
⇒安全教育や注意喚起の徹底 など
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北上川ダム統合管理事務所の流木マネジメント 
 

山内 純一1・佐々木 悠也2 
 

1東北地方整備局  北上川ダム統合管理事務所  湯田ダム管理支所 支所長 山内純一 
（〒024-0341 岩手県和賀郡西和賀町杉名畑44-162-15） 

2東北地方整備局  北上川ダム統合管理事務所  湯田ダム管理支所 係長 佐々木 悠也 
（〒024-0341 岩手県和賀郡西和賀町杉名畑44-162-15） 

 
 北上川ダム統合管理事務所が管理する5ダムでは毎年、大量の流木が回収されており、その流

木処分に要する処理コストが課題となっている。こうした中、5ダムでは記者発表やホームペー

ジで流木の一般提供を呼びかけ、流木の一般利用をおこなっているが、年度内の全量処分（一

般提供含む）が困難な場合もある。そこで湯田ダムでは収集流木に生息していたカブトムシを

採取会として開催したところ、多くの報道機関に取り上げられる機会となった。取材が増えた

結果、5ダムで流木提供も紹介される機会が増し、一般提供量が増え、流木の有効活用、流木処

分コストの縮減を図ることができた流木マネジメントについて報告するものである。 
 

キーワード 流木処理，マネジメント，コスト縮減，広報  
 

1.  流木活用にあたっての課題 

(1)   流木に気軽に親しむ場が無い 

  一部のリピーターの方からは、繰り返し流木を活用

いただいているものの、一般の方（特に子供）からは

流木に気軽に親しむ場がないとの声があった。 

(2)   提供流木の品質面の課題 

  流木提供を行っても「準備した提供用の流木が残

る」ことが多く、流木提供のタイミングや、提供用の

流木の品質面に課題があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1－提供流木の残木 

(3)   流木無償提供の知名度不足 

近隣の一部の方だけが何回も流木無償提供を利用し

ている状況で、流木を「無料」で提供していることは、

あまり知られていない状況であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－報道状況 

2.  課題に対する対応 

 (1)   流木に気軽に親しむ場が無いことへの対応 

     広く一般の方々に流木の活用方法を知っていただく

ため、流木の朽木に生息していた「カブトムシの幼

虫」を活用し、「カブトムシ採取会」を初開催した。 

採取会では、地域活性化への貢献も視野に地域と

連携し、地元の西和賀産業公社にご協賛いただき、

「カブトムシ里帰り」特典も参加者にご案内するよう

対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3－カブトムシ採取会特典 
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  また、天然のカブトムシが育つ豊かな自然環境と、

生き物を育てることで「命あるものをいつくしむ心」

等、多くのことを学んでいただければと考え岩手県環

境アドバイザーのご協力のもと「カブトムシ育成講

座」を実施していただいた。 

その他の流木に気軽に親しむ場としては、夏祭り

イベントの中で、西和賀町森林組合様のご協力のも

と、「流木薪割り体験」も初めて実施し女性・子供に

も流木への関心を高めることができるよう企画した。

今後も持続的な開催に繋げていきたいと思う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－カブトムシ育成講座 

 

(2)   提供流木の品質面の課題に対する対応 

残った提供用の流木の調査・分析を行った結果、残

った流木には、次の3つの傾向が見受けられた。 

a)泥や小石などが付着し汚れが多い流木      

b)径が太くて長さが1ｍを超えるような流木 

c)キノコが生える等朽ち始めている古い流木 

流木活用を促進するためには、上記のような提供流

木とならないように工夫・対応する必要があるため、

今回、以下の対応を実施した。 

ａ）散水車と高圧洗浄機により、流木に付着した泥や

小石をなるべく落とすよう対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－提供流木清掃 

 

 

ｂ）径が太い流木は長さを 60ｃｍ程度にする等流木

を持ち運びしやすいよう配慮しながら流木切断を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6－流木切断作業 

 

ｃ）キノコが生え始める等、流木が古くなると価値が

低減するため、フレッシュな流木を提供できるよ

う、流木が集まった都度、期間を定めて一般提供

を実施した。残った提供に適さない流木は処分す

る方向で対応した。 

 

(3)   流木無償提供の知名度不足に対する対応 

地元西和賀町と連携し広報「西和賀ＦＡＮ」への掲

載、県内発行部数 15 万部の「生活情報誌マ・シェ

リ」への掲載、県外（秋田県）近隣市報への掲載な

ど関係機関にご協力いただきながら、幅広くかつ徹

底した広報を展開した。 

また、湯田ダムでも流木提供の「記者発表」を行

うとともに、「ダム電光表示板」を活用した北上市

内への情報提供、人が良く集まる施設（商業施設、

病院等）へ「ダムだより（支所作成広報）」の広域

配布、事務所ホームページ、ＳＮＳを活用したイン

ターネットによる情報提供など、多岐にわたる広報

を徹底した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7－流木切断作業 
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3.  課題に対する対応の結果 

(1)   流木に気軽に親しむ場が無いことへ対応結果 

「カブトムシ採取会」は、初開催のイベントで不安

が残る中での記者発表であったが、主要各紙で紹介

いただいた。特に河北新報（地方紙）の記事は、ネ

ットニュースの国内アクセスランキング第 4 位にな

るなど、湯田ダムの流木イベントが大いに注目を集

めることとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図8－アクセスランキング 

 

その結果、流木提供者数が前年比 300％以上に増

加し、流木提供者の多様化、特に流木アートや工

作など、昨年まで流木用途で存在しなかった新た

な流木需要を喚起することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9－流木提供来場者数 

 

カブトムシ採取会参加者の感想は「子供の成長の

ために良い経験となるイベントと思います」「来

年も是非続けてください」等、大変満足～やや満

足 100％と皆様に喜んでいただけるイベントを企画

することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10－カブトムシ採取会参加者 

 

また、参加者の中には県外からの参加者も多

く、参加者全体の 45％と県外からの注目度も高か

った。 

さらに、参加者の中には大切に育てた成虫を繁

殖させて多くの幼虫を「カブトムシ里帰り挑戦」

として再度来所いただいた参加者もいた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11－カブトムシの里帰り 

 

カブトムシの幼虫 1 頭が成虫になるまでに、15

リットル以上の食料（木くず）が必要との文献記

載（岩崎書店：カブトムシのかいかたそだてか

た）もあり、多くの幼虫に里帰りしていただくこ

とは、流木の減量化にも寄与するものと考えられ

る。 

採取会は将来的に観光資源として発展する可能 

性もある結果となった。 
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図 12－カブトムシ採取会満足度アンケート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13－カブトムシ採取会来場者所在アンケート 

 

(2)   提供流木の品質面の課題への対応結果 

品質面の課題に対して、以下を行った。 

   ａ）流木清掃 

ｂ）持ち運びに配慮した流木切断準備 

ｃ）フレッシュな流木を提供できるよう期間を分割 

上記の結果、準備した流木が残る量が減少し湯田

ダムでの流木提供量が前年度比 734％と大幅に増加

させることができた。 

流木提供量が増えたことにより流木処分コスト約

8.6百万円を縮減することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14－3回目の提供状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15－流木一般提供量 

 

(3)   流木無償提供の知名度不足に対する対応結果 

幅広くかつ徹底した広報を展開した結果、テレビ放送

は、通算 5 回も放映いただいた。（前年度は流木提供

に関するテレビ放映無し） 

また、テレビ放映いただいた結果、事務所他ダムの

御所ダムや田瀬ダムの流木提供情報もテレビでご紹介

いただけることとなり、北上川ダム統合管理事務所全

体として、前年度よりも多くの流木を活用いただける

流れとなった。 

その他、新聞についても通算 24 回掲載（前年 2

回）、市町の広報についても通算 7 回掲載（前年 1

回）いただいた。 

このように多岐にわたる広報を行った結果、湯田ダ

ムだけではなく、北上川ダム統合管理事務所 5 ダム

（四十四田ダム、御所ダム、田瀬ダム、湯田ダム、胆

沢ダム）でも流木提供量が昨年比 366％増となり、

1,001m3と多くの流木が活用され、これにより概算コス

トで約18百万円も流木処理費用を縮減することができ

た。 

 

4.  おわりに 

「カブトムシ採取会」を通じて、「流木」は、貴

重な「地域資源」となりうることがわかった。 

しかし、「カブトムシ採取会」だけで、流木の活

用促進が進むということではなく、活用促進に向け

て、利用者の声に耳を傾けながら、地域の実情に応

じ、常に改善を図っていく姿勢が重要である。 

  今後も様々な工夫を重ねながら、「流木」という貴

重な資源が、より有効活用されるよう対応を図ってま

いりたい。 

 
 
 
 
 

単位：m3 
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一般国道42号松阪多気バイパスの 
整備効果について 

～利用者の視点を意識した広報の取組～ 
 
 

長野 健太郎1 
 

1中部地方整備局 紀勢国道事務所 計画課 （〒515-0005 三重県松阪市鎌田町144-6）. 

 

 一般国道４２号松阪多気バイパスの整備効果については、部分供用など事業の進捗に

合わせ、広報活動を行ってきたが、平成 29 年度に１．１ｋｍの区間の供用による全線供

用を迎えた。これまで以上に、整備効果をより実感できる利用者・企業の視点に立った広

報を発信する取り組みを実施し、その活動を紹介するものである。 

 
 

キーワード ストック効果、計画的な広報 

 
 

1.  はじめに 

 一般国道４２号松阪多気バイパスは、松阪市街地の環

状機能を併せ持ち、慢性的な交通渋滞の緩和を目的に計

画された、三重県松阪市古井町から多気郡多気町仁田に

至る延長１１．９ｋｍの幹線道路である。 

本路線は、昭和６２年度に事業化され、平成５年度に

松阪市西野々町から久米町間約０．５ｋｍの開通を皮切

りに段階的な供用を行い、平成３０年３月１８日に暫定

２車線の形態で全線開通した。 

松阪多気バイパスが繋がることにより市街地を迂回す

る環状ネットワークが形成され、渋滞・交通事故の減少

はもとより、企業活動の生産性向上・沿道開発の促進な

ど様々な整備効果が期待される。 

本稿では、道路利用者やマスコミを意識した広報の取り

組みを紹介する。  
 

2.  ストック効果の把握の現状と課題 

 近年、国土交通省では公共事業のストック効果の発信

に力を入れており、紀勢国道事務所においても県や市町

の道路管理者だけでなく、企業誘致や農業関係部署など、

様々な行政面の部署で構成する「松阪多気バイパス整備

効果検討会」を通じて、自治体職員の耳に直接届いてい

る効果や実際に感じている変化を聞き取る等の情報収集

により企業ヒアリングを実施しストック効果を取りまと

めている。 

取りまとめに際しては、インパクトある写真を使い視

覚的に訴えかけるポスターにより効果を上げていること

は、イベント時の見学者等の反応で実感している。 

一方、従来から便益として表現している時間短縮・走

行経費の削減・事故件数の削減など直接効果のＰＲにつ

いては、課題があると感じている。その一番の要因は部

分開通である。部分開通そのものは効果を少しでも早く

発現させるために必要な施策であるが、段階的な開通部

分だけでは直接効果のインパクトが少ない形となってい

るのが現状である。 

特にこの松阪多気バイパスにおいては、全線暫定２車

線の開通までに９回の部分開通を行っており、今回の全

線開通の直接効果をどうＰＲするのかが課題であった。 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 松阪多気バイパスの位置図 
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3.  道路利用者の視点で直接効果を広報 

道路利用者が松阪多気バイパスの直接効果を開通前に

感じるためには、従来とおりの事業パンフレットなどの

紙面情報だけでは伝わらないと感じたため、実際にバイ

パスと現道を走行する比較動画によるＰＲを行った。Ｐ

Ｒ動画の作成に当たっては、道路利用者の視点を意識し

以下の検討を踏まえてＰＲ動画の作成を実施した。 

なお、道路利用者の視点では、様々な利用形態がある

と思われるが、今回は開通区間の沿線で、大きな交通需

要があると考えられる松阪中核工業団地や多気工業団地

からの発利用を意識した広報を１つの視点として広報媒

体の作成を行った。 

 

（1）バイパスとの比較経路について 

多気町内から松阪市内を経由して津市へ移動するため

には、松阪多気バイパスを利用する経路を含め３つの主

な経路が存在している。そのため、比較経路は道路利用

者の実情を把握して設定する必要があった。 

 

①松阪多気ＢＰを利用して松阪市街地を迂回する経路

（松阪多気 BP+国道 23号）(13.2km) 

②国道 42号で松阪市街地を通過する経路(11.4km) 

③国道４２号と（主）松阪環状線で松阪駅前を迂回す

る経路(10.5km) 

②と③については、下図に示すように「大黒田町交差

点」で分岐します。 

  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 バイパス比較経路の位置図 

松阪多気バイパスのパンフレットでは、現道ルートとバ

イパスルートとして、①と②を比較した整備効果を記載

していたが、実際には③が最短距離になる。そのため、

道路利用者の立場に立ってどの路線で比較すべきか事前

の交通量調査を行った。その結果、③が②より通過交通

が多いことが判明したことと多気町役場職員のヒアリン

グでも③をよく利用するとの意見を頂いたので、比較経

路は③とした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 交通量調査結果（大黒田町交差点） 
 
（2）走行調査結果による短縮効果の検証 

実際に走行する時間帯について、過去の渋滞調査結果

から松阪市内では、朝・夕の通勤時間帯における渋滞が

課題であるため、その時間帯を意識し事前調査を実施し

た。なお、事前調査は、朝から夕方にかけて幅広く調査

を実施している。 

また、走行調査は一回限りの調査であり、調査した日

が特異日である可能性も否定できないため、合わせてＥ

ＴＣ2.0による交通分析も実施した。 
 

a）走行調査結果 

事前調査の結果、夕方ピークが最も時間短縮効果のた

め、夕方ピークの１７時頃を走行調査の採用とし実感で

きると判断した。 

 

表-1 走行調査結果 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①（13.2km） 

②（11.4km） 

③（10.5km） 
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b）ＥＴＣ２．０プローブデータの分析結果 

ＥＴＣ２．０プローブデータは、平成２９年１月の１

ヵ月データを分析し、以下の結果が得られた。 

朝ピーク以外は、全てバイパスの経路が早く、時間帯

によるバラツキが少ないという結果が得られた。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 ETC2.0プローブデータ分析結果 

 
c）まとめ 

走行調査結果とＥＴＣ２．０プローブデータの分析結

果から、道路利用者向けには、夕方ピークにおいてＰＲ

動画を作成することとした。 

なお、今回の走行調査から次の点に留意することが必

要である。 

・一回限りの調査であるため調査日の個別な要素が強

いため、予備日を持つことが大切。 

・阻害要因としては、前方車のスピードや信号での停

車回数などがあり、道路利用者の感覚に合った走

行を心がけて調査することが重要。 

 
（3）道路利用者交通安全の視点 

ＰＲの動画で路線の交通安全をどう表現したら良いか 

検討した結果、利用者の視点に立った場合、数字より

もどのような状況が危険なのかを直感的に説明した方

が良いとの結論に至り、右上のような写真による沿道

の安全性の説明とすることとした。 

動画の中では乗入れの状況（写真-1）や歩行者との混

在状況（写真-2）がイメージできるものを現道の危険状

況として提示した後に、乗り入れが無く歩行者がいない

沿道状況（写真-3）を提示することにより、松阪多気バ

イパスを直感的に安全性が高い道路だというイメージを

持ってもらえるよう工夫を施した。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

写真-1 沿道への出入状況（現道） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-2 歩行者の混在（現道） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-3 バイパスの沿道状況 

 
（4）ＰＲ動画の作成 

ＰＲ動画の内容は道路利用者にとって利点がある

ことを意識して、以下の３点をメインに４分３０秒の

動画として完成させた。 

１． 所要時間が短い 
２． 走りやすく快適な走行 
３． 安全な道路交通の走行性実走による 

動画を作成するにあたっては、見る人に飽きが来

ないよう時間を短縮することが必要であるが、速すぎ
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ると走行状況がつかみにくくなるため試行錯誤の結果、

10倍速で短縮することとした。 

 

4.  広報計画 

 道路の開通に伴う広報については、開通前から予測

されるストック効果などを適切なタイミング（計画的）

で広報発信することが一般的である。 

松阪多気バイパスの開通に伴う広報についても、同様

に段階的な広報計画を策定することと同時に広報対象者

やマスコミを意識した広報を戦略的に策定した。 

 
表-2 開通式までの広報計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
より効果的な広報を行うため、段階的な広報計画のね

らいは下記のとおりとした。 

 

１．関係市町の首長を見学対象とすることにより、

開通間近の工事進捗状況や開通への期待コメン

トが首長より発言されやすくなる。 

２．プレイベント前に報道機関を対象に見学してもら

うことにより、プレイベントの告知も同時に行

うことや、より特別感がある。 

３．開通前にヘビーユーザーである地元商工関係者に

見学してもらうことにより、バイパス利用の促

進を図る。 

 

特に前章で述べたＰＲ動画は、企業・商工会議所など

直接道路利用する人向けによりわかりやすく理解しても

らうために作成したものである。 

 

5.  各回の広報の概要 

前章で述べた広報計画のうち、主な取り組みを以下の

とおり紹介する。 

 

（1）松阪多気バイパスの今年度開通箇所を上空から見

学 

【実施日】平成 29年 11月 27日 

 【概要】 

   工事の進捗を高所作業車から首長に見て頂き、開通

の期待感を高める。 

（開通後の活用を考える場にも） 

【対象者】 

一般国道 42号松阪多気バイパス整備促進期成同盟会 

松阪市長、多気町長、大台町長、大紀町長、南伊

勢町長および各市町の議会議長 

【期待される効果】 

首長を見学の対象とすることで新聞等の掲載率上昇を 

期待。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-4 首長の視察状況 

 

（2）開通直前の報道関係者向け見学会 

【実施日】平成 30年 2月 28日 

【概要】 開通直前の現場をマスコミに提供 

【対象者】報道関係者 

（参加者）中日新聞・朝日新聞・読売新聞 

夕刊三重・建通新聞 

【参加させるための工夫】 

  ＵＡＶ（ドローン）による写真撮影や撮影資料の提

供を事前通知や個別に電話にて記者へ案内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5 新聞掲載などに活用できる写真の提供 

 

（3）松阪多気バイパス開通前プレイベント 

【実施日】平成 30年 3月 4日 

 【概要】 

    開通直前のバイパスを地元住民がウォーキングし

て祝う。スタンプラリーなどイベント要素大 

（松阪多気 BP建設促進期成同盟会主催） 

【対象者】 

約２，０００人の地元住民が参加 

  

実施日 対象者 実施内容

H29.11.27
関係市町
首長・議長

松阪多気バイパスの今年度供用箇所を上空から見学
（関係市町の市長・町長が工事進捗を確認）

H30.2.28 報道関係者
国道42号　松阪多気バイパス

開通直前の報道関係者向け現場見学会を開催

H30.3.4 地元住民
プレイベント開催

（松阪多気BP建設促進期成同盟会主催）

H30.3.9
地元商工
関係者

開通目前の松阪多気バイパスの現場見学会を開催
（全線開通による整備効果を地元企業に伝える）

H30.3.18
国県市町
関係者等

開通式・セレモニー開催
（国交省・松阪多気BP建設促進期成同盟会共催）
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【期待される効果】 

一般の方に直接効果についてのパネルを展示する

ことにより、バイパス開通による直接効果をより実感

して頂くことができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-6 パネル展示の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-7 プレイベントでの上空見学 

 
（4）整備効果を地元企業に伝えます 

 【実施日】平成 30年 3月 9日 

 【概要】 

    開通直前の現場を地元企業に見て頂き、バイパス

利用を促すＰＲ動画を活用。 

【対象者】 

松阪中核工業団地、多気工業会、松阪牛協議会、

松阪商工会議所 

 【期待される効果】 

   地元有力企業を見学の対象にし、ＰＲ動画上映と

実際に車両を通行させることで、バイパスを実感

していただく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-8 ＰＲ動画の上映状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-9 松阪牛を運搬する車両のプレ走行 
 

6.  広報の現状と課題 

 前述までの段階的広報が、地元住民にどの程度認知さ

れているか、また、現道からバイパスへどの程度交通転

換がなされているかについて、開通後に検証を行った。 

 

（1）段階的広報による認知度の検証 

 今回の全線開通に伴って、広報の波及効果検証の為、

バイパスの始点側に当たる松阪市と終点側の多気町、松

阪市に隣接する津市の住民を対象にアンケート調査を実

施した。結果は下記の通りである。 

 【調査期間】平成 30年 6月 8日～11日 

 【対象者】松阪市、多気町、津市の住民 100人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 開通後のアンケート調査結果 

  

また、バイパスの直接効果である「走行時間の短縮」、

「快適性」、「現道に比べて出入りが少なく安全」であ

ることについては全ての項目について、5割程度の認知

度となった。 

 

（2）バイパス開通による交通への転換検証 

 バイパス開通によるもう一つの効果として、現道交通

がバイパスへ転換されていくことが挙げられる。この検

証のため交通量推計と実測（交通量調査）による検証を

行った。 

⇒約４割の方が全線開通のことを知らない 
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【調査期間】 

平成 30年 5月 1日～31日までのＥＴＣ２．０プロ

ーブデータの２４時間交通量値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 開通後の交通量転換結果 

 

 上記の結果より、予測値に比べて、実測値ではバイパ

スへの転換が約３割不足していることが分かった。 

 

（3）検証結果のまとめ 

 以上より、広報発信を行ってはいるものの、認知度が

低いことや、交通の転換が上手く図られていないことな

どから、より継続的にバイパスの優位性について広報を

行っていくことや、バイパスにおいて速度低下や交通転

換を阻害させている要因を解消するなど様々な分析・対

応が必要である。 

 

（4）今回広報の取組結果と今後の展開について 

今回、広報計画に則し活動することができた。また、

松阪多気バイパスの開通前の題材で４回、新聞掲載率も

１００％と十分な成果を上げることができた。このこと

は同じ題材であっても対象者や視点を変えれば何度でも

掲載されることの証明であり、今後の広報活動のヒント

になると考えている。 

しかしながら、新聞やテレビといった従来の中心的な

広報媒体だけでなく、近年は直接ユーザーへ情報を発信

するＳＮＳでの情報発信も重要視されるようになって来

た。そのため、ツイッターをはじめとするＳＮＳを広報

媒体とした広報も重要である。 

 

7.  広報技術の伝承 

広報計画を作成するためには、過去の経験や事例・最

近のトレンドの情報を収集した上で作成している。しか

しながら、広報計画を立案するにあたり個人の考え方や

手法により差が生じるのではないかと感じている。 

以上のことを踏まえると地整全体で開通イベント等の

広報計画マニュアルを作成し、毎年供用を経験した広報

担当者からなる組織でバージョンアップするなどの開通

広報ノウハウを伝承する仕組みが必要である。 

8.  おわりに 

本稿では、松阪多気バイパスを事例として、戦略的に

道路利用者の視点で分かりやすい広報の工夫事例を述べ

てきた。 

部分開通を重ねてきた道路整備によって得られる効果

（ストック効果）をこれまでは、事業パンフレットなど

による広報が一般的であったが、今回はわかりやすく直

感的な広報媒体としてのＰＲ動画を作成し、上映を行っ

たところ整備効果を理解してもらうことができた。 

また、時期や対象者を考えて広報計画を立案すること

の重要性を改めて感じることができた。 

今後も、道路事業の必要性を理解してもらう手法の１

試案として他事業の広報の参考となれば幸いである。 
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マイ・タイムライン作成を通して 

水防災意識社会再構築を図る 

～マイ・タイムラインファシリテーターとして

の取り組み～ 

矢代 優衣 

 

茨城県龍ケ崎市 危機管理課 （〒301-8611 茨城県龍ケ崎市3710番地） 

 

 2015 年 9 月関東・東北豪雨災害，2018 年 7 月豪雨（西日本豪雨）等新たなステージに突入した気象災害

が日本列島を毎年のように襲い，逃げ遅れにより尊い命が奪われている．龍ケ崎市が所属する「鬼怒川・小

貝川下流域大規模氾濫に関する減災対策協議会」（以下減災対策協議会）では「逃げ遅れゼロ」を目標に

「自分の逃げ方」を考える「マイ・タイムライン」が検討された． 

 本報告は，ファシリテーターを務める龍ケ崎市職員がマイ・タイムライン検討ツール「逃げキッド」を使

用して住民一人ひとりがマイ・タイムラインを作成することで大規模洪水からの逃げ遅れゼロを目指す取り

組みについて紹介する． 

 

 

キーワード 洪水リスクの把握，コミュニケーション，グループワーク 

 

 

1.  マイ・タイムラインと逃げキッド 

(1) マイ・タイムラインとは何か 

 本マイ・タイムラインは，2016年10月に鬼怒川・小貝

川下流域大規模氾濫に関する減災対策協議会によって始

められた取り組みであり，住民一人ひとりが台風・大雨

等により河川の水位が上昇することを想定して自分自身

がとる洪水からの避難行動を時系列的にまとめた行動計

画である．参考例に実際に住民が作成したマイ・タイム

ラインを紹介する．（写真-1） 

 

(2) 逃げキッドとは何か 

逃げキッドとは，鬼怒川・小貝川下流域大規模氾濫に 

関する減災対策協議会が住民のマイ・タイムライン作成

を容易にするために作成したツールである．内容は次の

とおりである．（写真-2） 

・「台風が発生」してから「川の水が氾濫」するまで

を知ろう！！ 

 ・「台風が発生」してから「川の水が氾濫」するまで

の備えを考えよう！！ 

 ・マイ・タイムライン作成のためのチェックシート 

 ・「マイ・タイムライン」をつくってみよう！！（ラ

ベルシール付き） 

 ・みんなでつくろう！マイ・タイムライン～マイ・タ 

イムラインをつくるためのヒント集～ 

・ご自宅に戻ったらみなおしてみましょう 

 

 

  写真-1 住民が実際に作成したマイ・タイムライン 
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写真-2 逃げキッド 

 

 

2.  マイ・タイムライン作成による３つの効果 

 本マイ・タイムラインを住民が作成する過程の中で

次の３つの効果があると考える． 

(1) 自分の住んでいる場所の洪水リスクの把握に繋がる 

 マイ・タイムラインを作成するにあたり，龍ケ崎市洪

水ハザードマップ（「防災の手引き」として全戸配布）

を活用し，洪水浸水想定区域図を確認することを通して

自分自身が住んでいる場所の洪水リスクを把握すること

ができる． 

 

(2) 自分の避難行動の整理と確立ができる 

 大雨による洪水発生前を想定し発表される気象警報や

避難情報等を収集・確認して「いつ」，「どこで」，

「何を」するのかを整理することで実際の洪水時の逃げ

遅れを無くす行動基準とすることができる． 

 

(3) 同じもしくは近隣の地区の住民同士でコミュニケー

ションを図ることができる 

 グループワーク等による住民同士の意見交換を通して

自分の住んでいる地域周辺で気づかなかった洪水時の危

険な箇所の把握や避難行動の理解に繋がる.  

 

3．マイ・タイムライン作成講座実施までの背景 

        龍ケ崎市では大規模水害時の市及び関係機関の行動 

指針を時系列にまとめた「龍ケ崎市水害タイムライン」

（図-1）を具体的に作成し，利根川水系小貝川（以下小

貝川）・利根川水系利根川（以下利根川）の洪水前後の

行政の対応は策定済みであった． 

しかし，住民一人ひとりが洪水からどのように自分の

身を守るかについては住民一人ひとりの意識に委ねられ

ており，洪水からの逃げ遅れがないように「自助意識」

を啓発することが市の課題となっていた． 

 そんな中，減災対策協議会主催のイベント「お天気キ

ャスターとつくろう マイ・タイムライン～自分の逃げ

方を考えよう～」（2017年9月9日開催）に参加した

ことをきっかけにマイ・タイムラインの存在を知り，住

民に実際に作成してもらうことは一人ひとりの自助意識

の向上に繋がっていくのではないかと考えた．（図-2） 

その後，内部での協議の結果，市内小貝川等の洪水浸水

想定区域にてマイ・タイムライン作成講座を実施を決意

した． 

 

 

図-1 龍ケ崎市水害タイムライン 

 

 

 

図-2 「お天気キャスターとつくろう マイ・タイムラ

イン～自分の逃げ方を考えよう～」チラシ（鬼怒

川・小貝川下流域大規模氾濫に関する減災対策協

議会提供） 

 

 

4．マイ・タイムライン作成講座の実施について 

  マイ・タイムライン作成講座は，市内小貝川の洪水 
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浸水想定区域になっている川原代地区と北文間地区に

て実施した． 

(1)マイ・タイムライン作成講座の実施方法 

 実施内容・順序（実施者）は以下のとおりである. 

  Ⅰ．マイ・タイムラインとは何か？ 

（ファシリテーター） 

  Ⅱ．最近の気象状況を考えてみよう！ 

（水戸地方気象台予報官等） 

  Ⅲ．龍ケ崎市の地域防災計画はどうなっているの？

（龍ケ崎市危機管理監） 

  Ⅳ．自分の逃げ方“マイ・タイムライン”を作ってみ

よう！（ファシリテーター） 

   ・「台風が発生」してから「川の水が氾濫」する

までの流れ（ファシリテーター説明） 

   ・「台風が発生」してから「川の水が氾濫」する

までの備え（並べ替えクイズ） 

   ・「マイ・タイムライン」作成のための情報ツー

ルと読み解き方の説明 

   ・グループワーク 

   ・「マイ・タイムライン」作成 

 

(2) 実施した「マイ・タイムライン」作成講座 

現在，市内で実施したマイ・タイムライン作成講座 

は以下のとおりである.なお,これまで実施したマイ・タ

イムライン作成講座の参加者について各地区内の住民に

参加者からマイ・タイムラインを普及してもらうことを

期待して各地区の自治会長及び自主防災会長を主な対象

とした.（写真-3） 

Ⅰ．第1回 マイ・タイムライン作成講座 

   ・開催日：2017年11月11日（土）9時～12時 

   ・場所：川原代コミュニティセンター 

   ・参加者数：40名 

 Ⅱ．第２回 マイ・タイムライン作成講座 

   ・開催日：2018年6月17日（日）9時～12時 

   ・場所：北文間コミュニティセンター 

・参加者数：24名 

 

 

写真-3 ハザードマップで洪水リスクを確認する住民 

(3) マイ・タイムライン作成講座へのファシリテーター

としての心構え 

マイ・タイムラインファシリテーターを務めた中で 

次の2つのことを心がけた． 

a) マイ・タイムライン作成講座開催までの「準備」 

講座開催までに参加者が短時間でも理解しやすい進行

シナリオの作成に努めた．この際，マイ・タイムライン

の必要性を参加者に理解してもらえるような進行につい

て国土交通省関東地方整備局下館河川事務所をはじめと

した専門家に意見を頂きながら検討した.                

b) ファシリテーターと参加者の「コミュニケーション」 

ファシリテーターとして進行をする中で随時参加者へ

の問いかけを行い，参加者一人ひとりの頭や心の中にあ

る水防災に関する想いを引き出し，参加者全体に共有す

ることでマイ・タイムラインの中身を深めていくことを

心がけた． 

参加者にとって役に立ちそして満足感のあるマイ・タ

イムラインを作成するためには特にb)の「ファシリテー

ターと参加者のコミュニケーション」が重要であり，参

加者の考えや想いがファシリテーターや参加者相互にぶ

つかりあって，マイ・タイムラインは作成される．参加

者一人一人の考えをまとめ，また他者の視点に気づき，

川が氾濫するまでに備えなければならないことが時系列

に整理される．まさにこれがマイ・タイムライン作成の

醍醐味である． 

 

(4) ファシリテーターの創意工夫 

 住民参加の講座は3時間程度で短い時間の中でマイ・

タイムラインを作成しなければならないと考え，さらに

は参加者に年配の方が多いことから分かりやすく効果的

に進める必要がある．以下ファシリテーターとして創意

工夫した点について述べる． 

a) 講義における専門家の活用 

 専門家の活用による参加者の容易な理解促進を図った．

具体的には防災気象情報については水戸地方気象台予報

官を，市の洪水避難計画等については危機管理監を起用

した．（写真-4） 

b) グループワークの導入 

参加者にとってコミュニケーションを取りやすく，ま

た議論の活性化を期待して同じ行政区もしくは近隣の行

政区ごとのグループ編成で行うグループワークを導入し

た．（写真-5） 
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写真-4 最新の気象情報・防災気象情報の利活用につい

て説明する水戸地方気象台予報官 

 

 
写真-5 グループで協議する参加者 

 

 

5．マイ・タイムライン作成講座の成果 

(1)  住民アンケートから見る成果 

    マイ・タイムライン作成講座実施後、参加者にアン 

ケートを取った結果，「進行が分かりやすかったか」の 

問いについて，約8割の参加者が「分かりやすかった」， 

「やや分かりやすかった」と回答をいただいたことから， 

マイ・タイムライン作成講座については、一定の理解を 

いただいたと考える．（図-3） 

 また，「マイ・タイムラインを近所の方に周知したい 

と思ったか？」の質問についても約8割の参加者が「そ 

う思う」，「ややそう思う」と回答したことから，マ 

イ・タイムラインの必要性を参加者に理解してもらうこ 

とができたと考える．（図-4） 

 

図-3 ファシリテーターの進行についての参加者アンケ

ート 

 

 

図-4 マイ・タイムラインの周知についてのアンケート 

 

(2)  マイ・タイムライン作成講座実施による課題と今後 

の改善方法 

アンケートから得た参加者による意見と改善法につ 

いて次のように考える.  

a) 「講座の時間が長く，時間配分に不満」 

  内容・時間配分を見直し, 最大でも3時間以内に収

まるように時間配分の精査を行う.また,休憩時間を適宜

確保する等参加者への配慮を行うことを心がける. 

b) 「台風発生から川の水が氾濫するまでの主な備えを

考えた際，模範解答の一例を示したが，なぜこの順番

の備えになったかの説明が不十分」 

これはグループ作業の時間を確保しようとするあまり

模範解答の説明を省略してしまったことによるものであ

る.備えの考え方の説明は参加者が自分のマイ・タイム

ラインを考える上での参考になる内容なので,タイムス

ケジュールを整理し,丁寧な説明を行う. 

c) 「サポーターの数が少なく，参加者の質問に対応し

きれなかった（川原代地区）」 

  川原代地区開催時は，ファシリテーターの進行を補

佐するサポーターに市危機管理課職員2名を加え実施し

たが，参加者の質問に対応しきれず進行が滞ってしまっ

た．そのため，北文間地区開催時には北文間地区地域担

当職員2名，地域コミュニティ担当課職員1名を新たに

加えたサポーター計5名で実施した． 

分かりやすかった 58%

やや分かりやすかった 21%

普通 21%

ファシリテーターの進行は分かりやすかったか？

そう思う 59%まあそう思う 24%

どちらでもない 12%

あまりそう思わない 6%

マイ・タイムラインを近所の方に周知したいか
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6．マイ・タイムラインの今後の展開 

 (1) マイ・タイムラインファシリテーター人員の確保 

現在,龍ケ崎市内でのマイ・タイムライン作成講座の

ファシリテーターは筆者1人である．今後，取り組みを

普及し，水防災意識社会再構築に到達するためにはファ

シリテーターの数の増員を検討しなければならない．そ

こで，2018年1月に設立された「龍ケ崎市防災士連絡

会」と連携し，地域の防災リーダーである防災士にマ

イ・タイムラインファシリテーター養成講座を行い，地

域防災の指導者となってもらうことを検討する．マイ・

タイムライン作成指導基盤の拡充を図るとともに自治会

単位での講座実施の実現に繋げることでより多くの地域

住民にマイ・タイムラインの取り組みを普及・啓発する

ことができると考える．なお，ファシリテーター養成講

座を行う際は，川原代地区，北文間地区の講座を通して

作り上げた「ファシリテーター手引書（パワーポイント

資料，口述原稿等）」を活用し，防災士が容易に理解で

きるよう努める． 

 

(2)  避難方法・避難経路の検討 

   避難について，「いつ」，「どこに」だけでなく，

「どのように」避難するかについて検討することで地域

住民と連携するマイ・タイムラインのさらなる深化を図

る．また，市の内水氾濫ハザードマップ等へ反映する． 

 

(3)  市内全洪水浸水想定区域でのマイ・タイムライン作

成講座の実施 

      マイ・タイムライン作成講座は今後，防災士等を活 

用して市内全浸水想定区域にて実施していき，また，講 

座内容も深化させていきたいと考える． 

 

 

7.  マイ・タイムラインファシリテーターを務め

て 

大規模水害から自分の身を守るためには，自分の地 

域の状況を平常時から把握し，自分が何をすべきかを

理解した上で行動しなければならないことを強く感じ，

マイ・タイムライン作成の重要性を改めて認識した．

以下3点について述べる． 

(1) 小貝川洪水浸水想定区域住民と接して 

マイ・タイムライン作成講座を通して，小貝川沿い

の住民の水防への関心・想いを直接聴くことができ，今

後の洪水対策を考える上で貴重な財産となった．特に，

防災気象情報，避難情報，指定避難所等の徹底，避難行

動要支援者サポート体制の徹底等取り組みの強化が必要

だと感じた． 

 

(2) 自助と共助の一体によって 

 マイ・タイムライン作成講座にグループワークを導入 

したことで，参加住民同士で水防に関する意見交換を図 

ることができ,自助意識を高めることができたと感じて 

いる. 

これにより住民同士で助け合う「共助」の姿勢は一人ひ 

とりの「自助」の意識を高めることに繋がると感じ，筆 

者も一つ勉強になった. 

 

(3)  洪水ハザードマップによる洪水浸水想定区域の正し

い理解 

マイ・タイムライン作成講座終了後,マイ・タイムラ

イン検証訓練（2018年7月1日実施）を行った.（写真

-5） 

 

 

写真-5 マイ・タイムライン検証訓練の様子 

（川原代地区） 

 

この訓練では，2017年11月川原代地区にて実施の

マイ・タイムライン作成講座にて作成してもらったマ

イ・タイムラインを元に住民に避難行動を実施しても

らった．大半の住民は指定避難所等自宅以外の安全な

場所に避難する水平避難行動を取ったが，中には避難

勧告を発令しても避難しない者もいた．これは，1981

年8月に発生した小貝川決壊の経験を踏まえて「避難

をする必要がない」と住民が判断したことが原因であ

る．しかし，小貝川の洪水浸水想定区域は当時と現在

では大きく異なっている．このままでは2018年7月豪

雨のように逃げ遅れが起きてしまう可能性がある．今

後，住民に自分の住んでいる場所の現在の洪水浸水想

定区域を正確に理解認識してもらい，避難行動が適切

に確立されるように支援を行う． 

 

  以上のことを踏まえてマイ・タイムラインファシリテ 

ーターとして今後も引き続きマイ・タイムラインを通し 

て水防災意識社会再構築という目標到達に貢献できる 

よう努力していきたい． 
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メディアへのヒアリングを踏まえた 
冬期雪害広報の改善について 

 
辻野  清史1・山田 拓也1 

 
1道路部 道路計画課 （〒950-8801 新潟県新潟市中央区美咲町1-1-1） 

 

 平成28年1月に発生した集中豪雪に伴う新潟県中越地域の大渋滞では，「不要不急の外出を控

える呼びかけ」「住民，ドライバー，企業への降雪状況等の情報提供」が不足していたことが

関係機関からなる長岡圏域冬期道路交通確保連携会議において指摘された．これらの課題を踏

まえ，提供した情報を報道機関がどのように捉えているか，どのようにすればテレビなどを通

じてより多くの道路利用者に訴求できるかを把握し，改善することが冬期雪害広報として重要

であると考え，テレビ局にヒアリングを実施した．そのヒアリング結果を報告するとともに今

後の冬期雪害広報の取り組みについて考察した． 
 

キーワード 広報，緊急発表，集中豪雪，テレビ報道  
 

1.  平成28年1月集中豪雪（中越大渋滞）の概要 

  

平成28年1月24日から25日にかけて，日本上空に非常

に強い寒期が入り，北陸地方整備局管内は全域で降雪と

なった． 

特に新潟県長岡市・見附市上空には断続的に雪雲が流

れ込み，国道8号中之島観測所では最大日降雪量約80cm

と観測史上最大の降雪を記録した． 

また，北陸自動車道の通行止めの長期化により，国道

8号等に交通が流入し，長岡市～見附市間では24日夜間

から26日夕方にかけて車両が立ち往生した． 

さらに，26日の気温上昇による圧雪路面の悪化もあり，

断続的な渋滞が発生するなど中越地域の交通は大きく混

乱した（図-1）． 

 

 
図-1 長岡市中之島付近の立ち往生車両と渋滞 

 

 

2. これまでの道路災害等の通行止め時の情報発信 

  

報道機関に対しては，FAXによる記者発表を基本とし

て，以下の情報発信を実施している． 

 

（1）事前通行規制区間における情報発信 

直轄国道における事前通行規制区間では，連続雨量の

規制値が近づくと体制に入り，通行止めや迂回路などの

情報を発信している． 

 

（2）災害対策基本法による通行止めの情報発信 

中越大渋滞の際は，災害対策基本法による通行止めを

実施しており，記者発表を行っている． 

また，「集中除雪作業に伴う迂回のお願い」や「高速

道路の通行料金の無料通行措置」，「通行止めの解除」

等について，記者発表を行っている． 

上記の情報発信を行っていたが，結果的に国道8号へ

の交通の流入を防ぐことができず，交通状況の悪化，渋

滞の長期化をもたらしたことから，「不要不急の外出を

控える呼びかけ」や「降雪状況の情報提供」を積極的に

実施することとした． 

 

 

3.  テレビ局へのヒアリング 

 

（1）目的 

報道機関のうち，即時性のあるテレビによる情報発信

がほとんど行われていないことから，記者発表や緊急

6-34



FAXの情報をテレビ局がどのように捉えているのか，ど

うすればテレビを通じてより多くの道路利用者に訴求で

きるのかを把握し，改善することが冬期雪害広報として

重要であると考えた． 

そこで，降雪前の平成29年11月から12月に，新潟・富

山・石川の3県のテレビ局にヒアリングを実施した． 

 

 (2)  ヒアリング結果 

a）速やかな情報発信と影響の大小が重要 

 直轄国道の道路情報は，市民生活への影響が大きく，

重要と認識されていた． 

同様に高速道路の情報も重要と認識されており，高速

道路については，NEXCOからFAXが送られてくるという認

識が根付いていた． 

ただし，高速道路でも工事による規制や事故でも短時

間で終わるような情報は，テレビのテロップ等で発信し

ていないことが分かった． 

このことから，報道機関は「発生からの経過時間」と

「解消までの経過時間」の2点を重視し，放送決定を判

断していることが分かった（図-2）． 

 

 

図-2 事象の発生から解消までのフロー 

したがって，情報発信の際には速やかに「第1報」を

提供し，事象発生による影響が大きいかを報道機関が判

断できる情報を入れることが望ましいと分かった． 

中越大渋滞の教訓を踏まえて，結果的に情報を発信し

ないよりは，不明なことは不明のまま「第1報」を速や

かに発信し，原因等の調査が終わり次第「第2報」によ

り発信することが望ましいと分かった． 

b）場所や時間帯によって重要度が変わる 

テレビ地方局は，県単位の放送局免許であるため，主

に県内の情報が報道対象となる． 

そのため，都市部と県境部・隣県の情報を比較すると，

利用者が多い都市部の情報が重要度が高いと認識してい

ることが分かった． 

また，時間帯については，深夜よりも朝・夕の通勤・

通学時間帯の方が重要度が高いと認識していることが分

かった． 

ただし，深夜の事象でも通勤時間帯まで影響する場合

は，重要度が高まることが分かった． 

c）雪害情報はL字放送の可能性が高い 

テレビ局が報道をする場合，「ニュース放送」「テロ

ップ放送」「L字放送」「データ放送」などが挙げられ

る． 

雪害は事前に大雪が予測出来ることや道路だけでなく，

電車やバスの交通機関，水道の凍結や停電などのライフ

ライン情報等，多岐にわたり，長期の影響が及ぶことが

想定される． 

そのため，長時間の情報発信ができる「L字放送」の

対応になる可能性が高いことが分かった（図-3）． 

 

 

図-3 Ｌ字放送のイメージ 

 

d）現状の情報受信体制はFAXが基本 

情報を受信したことが分かる点やNEXCOやJR等の他の

交通機関もFAXで情報発信しているため，FAXによる情報

発信が良いことが分かった． 

メールの場合は，常時見ていないと受信したことに気

づかない点や，他の情報と併せて時系列を確認するため

の印刷に手間がかかる点で好まれないことが分かった． 

【テレビ局の主な意見】 

・国道の情報は生活情報として重要といえる． 

・経済活動や生活への影響を総合的に判断して情報

発信している． 

・長引きそうな情報は，L字放送で流している． 

・情報受信は，早さと正確性のバランスがちょうど

いいFAXが良い． 

・「外出を控える呼びかけ」の発信基準はなく，慎

重に対応すべきと考える． 
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また，FAXを受信しても電話により最新情報を確認す

る場合があるとの意見も多かった． 

電話がつながらない場合は，ホームページ等で情報収

集する場合もあることが分かった． 

SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）による

情報は，報道するためには裏取り取材が必要との意見が

多かった． 

e）「外出を控える呼びかけ」の対応 

「外出を控える呼びかけ」は，視聴者の生活や経済活

動を阻害する可能性があることから，テレビ局によって

は「いつまで外出を控えれば良いのかを視聴者に伝えら

れない」などの理由から報道し難いとの意見もあった． 

一方で，「最近ではよく聞くことば」「発信元と併せ

て報道すれば」などの報道できるとの意見もあり，見解

が分かれた． 

 

 

4.  ヒアリング結果を踏まえた情報発信 

 

（1）交通規制や交通状況の速やかな情報発信 

平成30年2月に発生した集中豪雪に伴い，福井県と石

川県の国道8号において，約1,500台の車両が立ち往生す

る事象が発生した． 

石川県内の直轄国道を管理する金沢河川国道事務所で

は通行止めや迂回路の記者発表のほか，2月5日～2月9日

の交通規制や交通状況をお知らせする緊急FAXの発信を

27件実施した． 

その結果，石川県のNHK及び地方局4局すべてのテレビ

局においてL字放送による報道が行われた．  

 

（2）広域的な情報発信 

テレビ局は県内の都市部の情報が重要としているが，

道路利用者にとっては，県境部や隣県等の広域の情報も

同様に重要である． 

新潟県上越地方の直轄国道を管理する高田河川国道事

務所では，管内の道路情報に限らず，石川県と福井県の

県境付近の大雪情報や立ち往生した際の対応策などを発

信した結果，多くの「リツイート」や「いいね」があっ

た（図-4）． 

 

 
図-4 高田河川国道事務所におけるTwitterのツイート 

 

（3）気象庁と連名の「外出を控える呼びかけ」 

中越大渋滞の教訓から，情報の信頼性の確保のため，

気象庁と連名で外出を控える呼びかけを実施している． 

平成28年度は1回，平成29年度は3回，緊急情報として

FAX発信を行っている（図-5）． 

 

 

図-5 外出を控える呼びかけの緊急FAX 

 

その結果，平成29年度に整備局管内のテレビ局におい

て，L字放送による報道が行われた． 

さらに，その緊急発表を北陸雪害防災技術センターが

ツイートしたところ，多くの「リツイート」や「いいね」

があった． 

 

 

5.  おわりに 

 

テレビ局へのヒアリングを実施した結果，テレビ局は

視聴者に影響がある事象は速やかに情報発信しなければ

ならないという使命感が強いと感じた． 

一方で．視聴者の多寡に応じて重要度が判断されるた

め，県際の道路情報の発信について，検討が必要と感じ
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た． 

具体的には，迂回路の有無や，気象予測から通行規制

解除まで時間を要するといった情報も併せて情報提供で

きれば，より報道されやすいのではないかと感じた． 

冬期雪害広報は，一斉FAXによる情報発信やTwitterに

よる情報発信など，中越大渋滞を教訓に取り組んでおり，

この取り組みが，徐々に浸透し，ドライバーへの情報提

供につながっていると感じている． 

しかし，この取り組みは，現場の判断が難しく，担当

者のスキルや意識によって，情報発信の程度に差がつく

ことも危惧される． 

そのため，組織として取り組みを共有し，継続的に実

施していくことが，報道機関や国民に対して信頼される

情報発信となると考える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後は，今回のヒアリング結果を活かした情報発信を

行いつつ，昨年度の大雪時の情報発信がどのように捉え

られているか，テレビ局へのヒアリングを継続して行っ

ていく． 

さらに，テレビ局以外のラジオ局等の報道機関や物流

企業へのヒアリングの実施、Twitterのより詳細な分析

を通して，物流ドライバーや一般道路利用者等の受け手

を意識した情報発信方法について，充実・改善を図って

いきたい． 

 

謝辞：本論文の作成にあたり，ご協力頂いた関係各位

に深く御礼申し上げます． 
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施設では守れない大洪水は必ず発生する！！ 

防災意識向上に向けた 

防災教育の取組例について 
 

 

 
中島 佑樹 

 

中部地方整備局 静岡河川事務所 調査課（〒420-0068 静岡市葵区田町3-108） 

 
 

 
静岡県中部地域では、昭和49年の七夕豪雨以降、大規模な水災害が発生しておらず、防

災といえば地震・津波というイメージが定着している。しかし、全国では関東・東北豪雨

や九州北部豪雨当による洪水被害が発生している。そこで、「施設では守り切れない大洪

水は必ず発生する」という意識改革を行うべく水防災意識の再構築を行うため、静岡県や

関係市町と共に取り組んだ小学校における水防災の学校防災教育について紹介する。 

 

キーワード：水災害、学校防災教育 

 

 

１． はじめに 

 

平成 27 年 9月の関東・東北豪雨では、記録的な雨量

となり茨城県の鬼怒川の堤防が決壊したことで、常総市

三坂町地先に甚大な被害をもたらしたことは記憶に新し

い（図－１）。平成28年には、北海道の空知川の堤防決

壊、岩手県の小本川の氾濫、平成29年には、九州北部豪

雨により多くの中小河川で氾濫が起こった。 

 

 
図－１ 鬼怒川の堤防決壊による浸水状況 

 

毎年、台風や豪雨により河川の氾濫が起こっているが、

静岡県中部地域では、幸いなことに昭和49年の七夕豪雨

以降、内水被害はあるものの大規模な洪水等による災害

（以下「水災害」という。）は発生していない。河川改

修工事が進んだこともあり、水災害が減少しているため、

住民は堤防で守られているから大丈夫であると思い、水

災害は他人事と考える人が多くなっている。つまり、住

民の意識の中で河川が氾濫することはないと安全神話を

作り上げてしまっている。 

また、静岡県では防災といえば地震や津波というイ

メージが強く、それに比べると台風や豪雨に対して学校

教育カリキュラムにおいてもテーマとなっていないこと

から意識が低い人が多いと感じられる。 

 

２． 水防災意識の再構築 

 

 毎年、台風が来襲する日本は、近年毎年のように大規

模な水災害が発生している。こうした状況があるため、

大雨に伴う水災害の危険をもっと身近なものであり、自

分事として考える必要があると考え、「施設では守り切

れない大洪水は必ず発生する」という前提にたち、社会

全体で水災害に備える「水防災意識社会の再構築」を目

指して様々な取組を進めている。 

 水防災意識社会の再構築を目標に国及び県、市町が一

体となって取り組むため、平成28年5月に協議会を設置

した。協議会では、逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確

な避難行動のための取組や洪水氾濫による被害の軽減の

ための迅速な水防活動・排水活動の取組などソフト対策
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を重点として実施してきた。この取組の１つとして、小

中高等学校における水防災の学校防災教育を推進してい

る。 

 

３． 学校防災教育について 

 

 水防災の学校防災教育を推進していくことで、子供の

頃から正しい防災知識に触れられることができれば、大

人になり、その知識をまた子供に伝えることができるた

め、社会全体の防災意識が向上していくことが期待でき

る。 

 しかし、学校教育の現場は防災以外にも生活面、医療、

社会生活など多種多様なことを学習する必要があるため、

大変忙しく、防災だけを重点的に学ぶことは難しい状況

である。 

 また、新しい授業を行うには、教員自身での教材開発

や授業案の作成が必要となるため、時間と労力が掛かる。 

 こうした学校教育現場で防災教育を広めていくために

は、現場の状況やニーズを的確に捉えた取組や対応が必

要となってくる。 

 

４． 学校防災教育の具体的な取組 

 

 これまでの学校防災教育は、専門家が学校等で出前講

座を行うのが一般的であった。しかし、毎年専門家を呼

んで授業を行えるとは限らず、継続的に行うことは困難

であった。そこで、教員が防災の授業を行うことができ

れば、継続的に学ぶことができる。この年では防災の授

業があり、次の年は授業ができないということが無くな

り、幅広い世代に防災の知識を提供することができるよ

うになる。そのために、教員が授業として行う水災害防

災教育に取り組んだ。 

また、防災関連の用語は、一般の人にはあまりなじみ

が無く、防災担当の職員がこれなら分かり易いかなと

思った表現でもなかなか理解できない。こうした用語を

分かり易くするためには防災に携わっていない人に協力

してもらうことが大切であると考え、将来教員を目指す

大学生に協力してもらい、分かり易い教材開発に取り組

んだ。 

 

(1) 教員が授業として行う水災害防災教育 

 この取組では、教員が自ら授業を行うということがポ

イントとなっている。教員が自ら水災害防災授業を行え

るように、どういった資料が必要か、どういった流れが

良いかなど、打合せを重ね、指導計画や教材を作成した。

そして2つの小学校に協力していただき、試行授業を実

施した。教員と打合せをしていく中で、理科の授業で水

の働き等を学び、防災教育の予備知識を身につけてから、

防災の授業へ入った方が理解しやすいのではないかとい

うことで理科の授業でそのまま使える教材の提供を行っ

た。 

a) 教科の授業にそのまま使える教材の提供 

 小学校5年生の理科の授業では、「流れる水のはたら

き」や「台風と天気の変化」といったことを学ぶ。「流

れる水のはたらき」から水の流れで砂山が削れることを

学習する。これまでの授業では、砂場で山を作り、そこ

に水を流すことで水の働きによってどのように山が崩れ

ていくのか実験を行ってきた。今までの授業ではここで

終わっていた。 

今回の取組では、さらに一歩踏み込むために増水した

河川が護岸を侵食し、道路が崩れる約1分間の映像（図

－２）を提供した。砂場での実験で、水の流れによる侵

食を理解した上で、水災害の映像を見ることで実際の川

では、道路が崩れるような侵食が起きることを視覚的に

体験してもらうことができた。 

 「台風と天気の変化」では、台風の動きや雨の降り方

を教科書に掲載されているそれぞれ4枚の写真で説明を

行っている。これに対し、約60枚の衛星写真とレーダー

画像（図－３）を提供することで、台風の動きやそれに

合わせた雨雲の動きを連続的に確認することができるよ

うになり、視覚的に理解しやすくなった。授業後の教員

からの感想でも、「普段使うことが出来ない資料を使え

て良かった」など好評を頂いた。 

 

 

図－２ 水災害の提供映像 

  

 
図－３ 提供した約60枚のスライド 
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b）教員用の指導計画・教材パッケージの作成 

 理科の授業を実施した後に指導計画に基づいた教員に

よる水災害防災の授業を行い（図－４）、いろいろな意

見を頂いた。「テキストについて子供達が記入出来る欄

があると良い。」や「最後のページには、子供達の感想

が書けると良い。」など、教員からのアドバイスをもと

に指導計画やテキスト等を改良した。 

 指導計画は、45分授業が2回で構成されており、教員

が見やすいように、生徒への問いかけを水色、専門用語

の説明を緑色など色分けして記載してある。また、授業

を行う上で参考となるように授業の流れの説明や評価ポ

イント、目安時間の記載もある。（図－５） 

授業の内容は、1時間目で鬼怒川の堤防決壊映像や資

料を見てもらい、大きな水災害が起きることを知るとと

もに、水災害は他人事ではなく、自分たちにも起こりう

ることに気づいてもらうイントロダクションと住んでい

る地域のハザードマップを使って、家や学校など生活し

ている場所に洪水など、どのような危険があるか理解し

てもらうことを目的としている。2時間目では、水災害

から命を守るために、洪水などの写真から、自分たちが

どのような行動をすれば良いか考えてもらい、最後に学

習したポイント①「ニュースや天気予報で情報を集め

る」、②「安全なときに早めの避難」、③「建物の高い

所に移動」、④「山からはなれる」をまとめて終了とな

る。 

 さらに、この指導計画に基づいて授業を行うための教

材等をひとつにまとめてパッケージとした。パッケージ

の内容は、教材の目的・対象・使い方などをまとめた取

扱説明書、水災害に関する防災の導入について学習する

ためのテキスト、資料の説明のポイントなどをまとめた

教材ガイドブック、本教材を使用した指導計画、本教材

作成のためにモデル校として選定された小学校で実施し

た授業の様子をまとめた事例集、本教材のデータ・モデ

ル校の授業の様子等が入ったDVD、ハザードマップに

ある浸水深を実際に体験してもらうための等身大パネル

（図－６）、テキストを使用した学習で使用する写真等

の紙資料となっている。（図－７） 

 小学校における水災害防災の授業後、実際の台風が静

岡県に接近したので子供たちへアンケートをとった結果、

多くの子供たちが授業で学習したことを踏まえて、台風

情報をテレビで確認したり、家族でハザードマップを確

認したりと行動に移してくれたことがわかった。 

 

 

図－４ 教員による防災教育の試行授業 

 

 
図－５ 指導計画 

 

 
図－６ 浸水深体験等身大パネル 

 

 

図－７ 教材パッケージ 
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(2) 大学生と連携した分かりやすい教材開発 

 水災害防災授業の教材を作成していく中で、理解しづ

らい用語を分かり易く表現するために教員を目指してい

る大学生と連携して、大学の授業の一環として分かり易

い教材の開発を行った。 

 例えば、氾濫危険水位など一般の人には聞き慣れない

用語なので理解されづらい。これを分かり易くするため

危険度をキャラクターの進化やイラストにして表現した。

また、キャラクターを使用したことで子供に感心を持っ

てもらうことが期待できる。（図－８） 

 平成30年度には中学校での水災害防災教育を予定して

いる。中学校では、インターネットで自分に必要な情報

を集めることで、自ら学ぶ水災害防災教育をテーマに授

業実施検討しているが、その中で大学生が作成した教材

の使用を予定している。 

  

 
図－８ 大学生の提案 

 

５．これからの防災教育を広めるための取組 

 

 今回、2つの小学校で水災害防災教育の試行授業を実

施したが、学校の教員や教育委員会からは、好評を頂い

ている。しかし、授業以外にも多くのことを抱えている

学校の教員は、なかなか新しいことに手をつけることが

困難である。こうした課題がある中で、防災教育を広め

ていくためには、水災害防災に関する知識の必要性や本

取組で作成した教材パッケージの周知を積極的・継続的

に実施する必要がある。教材パッケージを多くの小学校

に広めるために市町の小学校の校長先生が集まる校長会

で説明や配布を行ったり（図－９）、積極的に記者発表

して新聞等に取り上げてもらうようにしている。また、

今後、静岡市安全教育担当研修において小学校防災教育

模擬授業を実施したり、教員免許更新のための講習に協

議会として水災害防災に関する講座を開設したりと継続

的に周知を行っている。 

 他にも子供たちの興味を引くためにキャラクターを作

成した。自ら命を守る、水（災害）から命を守るという

ことで「みずからくん」、「みずからちゃん」、「水か

ら大王」（図－１０）というキャラクターを川のイベン

ト等で周知することで関心をもってもらうように活用し

ている。 

図－９ 校長会での教材パッケージの周知 

 

 
図－１０ マスコットキャラクター 

 

６．おわりに 

 

 今回の水災害防災教育の取り組みは、静岡河川事務所、

静岡地方気象台、静岡県、関係市町で構成される協議会

として実施した。行政の垣根を越え、多くの機関が参加

している本取組は、地域全体が連携することで実施され

ている。こうした取組を積極的・継続的に実施していく

ことで水災害防災の知識を広げ、水災害が起きても一人

でも多くの命が助かるための手助けとなるように積極的

に取り組んでいく。
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新たな発見！女子が見る天ケ瀬ダム再開発事業 
～けんせつ小町補完計画～ 

 
中西 理瑛１・臼井 義幸２ 

 
１
近畿地方整備局 琵琶湖河川事務所 工務課 （〒520-2279 滋賀県大津市黒津4-5-1） 

２
近畿地方整備局 河川部 河川計画課 （〒540-8586大阪府大阪市中央区大手前1-5-44） 

 

 
 「土木」業界は他の業界に比して女性が著しく少ない．また，世間の一般女性の「土木」に

対するイメージはあまり良くない．このイメージを打破するため，琵琶湖河川事務所が担当す

る，日本最大級の水路トンネルを構築する「天ケ瀬ダム再開発事業」では， 非常勤職員が主

体となり女性をターゲットにした広報に取り組んだ．いかに一般女性に事業内容等を理解して

もらうかが課題であったが，非常勤職員が感じた疑問等を自ら解決する過程を経ることで，よ

り伝わりやすい広報施策となった．本稿では，その広報成果及び非常勤職員の「土木」に対す

る認識の変化を確認することで，「土木」広報に“あらたな視点”を提案するものである． 
 
 

キーワード 広報，けんせつ小町，天ケ瀬ダム再開発事業  
 
 
1.  はじめに 
 

（１）課題と背景（一般的な女性が見た「土木」） 

 「土木」で働く女性って少ないなぁ．正直，そう

思います．いろんな産業の中で見ても極端に少ない

ようです．（図-1.1） 
一般的な女性（例えば非常勤職員の私）が，なぜ

かと考えてみると『土木』＝「危ない」「汚い」

「THE 男の世界」というあまり良くないイメージ

があり，それが，この業界に従事する女性が少ない

要因ではないかと思います．率直に言えば，今の職

場で働くまでの私も，そのイメージで固まっていま

した．  
一方で，政府は「1億総活躍社会」を目指して，

2015年8月に女性活躍推進法を制定しました．女性

の活躍推進に向けた数値目標を盛り込んだ行動計画

の策定・公表が義務付けられ，女性の活躍が社会的

に強く求められています．「土木」業界でも，建設

  
図-1.1 業界別女性比率１） 

 

業で働く女性“けんせつ小町”の倍増を目指して，

官民を挙げて女性も働きやすい職場環境づくりに取

り組んでいます．例えば，建設現場を働きやすい環

境にする取り組みの一環として，男女ともに快適に

使用できる仮設トイレを「快適トイレ」として設置

を促進したり，現場での時差出勤による出産，子育

て支援策などの制度導入が進められています． 
 このように，女性の活躍が求められ，そのための

環境整備は少しずつ進んでいますが，「土木」を女

性に魅力ある仕事としてアピールする取組，土木の

仕事の中で「女性ならでは」の個性を活かす取組は

あまり無いように思います． 
 
 
（２）天ケ瀬ダム再開発事業について 

 

大阪湾 

淀川 

桂川 

木津川 

宇治川 

若狭湾 

琵琶湖 

大阪府 
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三重県 

福井県 

岐阜県

滋賀県 
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352km2 

天ケ瀬ダム 

瀬田川洗堰 

天ケ瀬ダム流域図

：天ケ瀬ダム流域
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鳳凰湖

天ケ瀬ダム

流入部

導流部

ゲート室部

減勢池部

吐口部

既設ダム
900m3/s

トンネル式放流設備
600m3/s

天ケ瀬発電所

トンネル式放流設備

構 造

計画放流量

延 長

内径 10.3m

600m/s(EL.72.0m)

617m

3

 
図-1.2 天ケ瀬ダム再開発事業の概要 

別紙―２ 
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図-1.3 現場見学者数の推移と男女比 

 

図-1.4 既存の広報資料の一部 

 
 私が所属する琵琶湖河川事務所工務課では「天ケ

瀬ダム再開発事業」（通称：アマサイ）を担当して

います．この事業は既設，天ヶ瀬ダムの放流能力増

強のため，ダム左岸側に日本最大級の水路トンネル

を設けるものです． （図-1.2） 
現在，その工事が最盛期を迎え，今しか見られな

いダイナミックな工事も多数ひかえている事から，

毎年2,000人を超える見学者が訪れる注目度の高い

現場となっています．（図-1.3） 

 残念なことにアマサイに関わる人も，女性が少な

く，現場を見渡してもほぼ男性ばかりです．  
また，これまでのアマサイの広報は，男性目線で

作られた資料が多く，女性の関心を引くような資料

とは言えず女性にアピールすることは難しい状況で

あると感じました．（図-1.4） 

 今回，女性非常勤職員の私が担当したアマサイ広

報の取組は，「土木」が抱える良くないイメージの

改善に対する一つの解決策ではないかと考えます．   
また「女性ならでは」の感性が活かせるこの取組

は，他の職場でも同様に取り組む事が可能で，効果

も期待できることから土木のイメージアップ，けん

せつ小町の増加，ひいては女性活躍社会の実現に向

けた一助となる事を期待して，ここに紹介致します． 
 
 
２．  アマサイ広報の取組 
 

（１）みぃつけた！！アマサイの魅力 
私が当課に配属された当初，「土木」には関心を持

っておらず，職員の方が話す土木用語は“宇宙人

  
図-2.1 ダムを見て感動！  

 
の会話”のようで，何を話しているのか理解するこ

とはおろか，興味を持つこともありませんでした． 
ある日，琵琶湖河川事務所が運営している広報施

設，水のめぐみ館 アクア琵琶を訪れ，そこで職員

の方から説明を受ける機会があり，少しだけ事業の

内容を理解することができました． 
その後実際にアマサイ現場を見る機会も得ました．  

実際にアマサイ現場に行ってみると，ダムとアマサ

イ現場は「とにかく，でかい！！」圧倒的なスケー

ル，その迫力に未だかつて無い衝撃を感じました． 

（図-2.1） 
 “百聞は一見にしかず”この言葉がピッタリと

ハマリました．写真や資料で事前に説明を受けて理

解したつもりでいましたが，その具体的な大きさや

迫力までは理解していませんでした． 
これ以降，私のアマサイに対する興味は一気に膨

れあがり，職員の方が話す“宇宙人の会話”も徐々

に理解することができるようになりました． 
私が感じた感動を一般の女性と共有し，土木工事

の醍醐味を体感できるように，現場に多くの女性が

足を運んでもらうためにはどうすれば良いか？「土

木で感動する仲間を増やしたい！」そう考え始めた

ことがアマサイ広報に関わったきっかけでした． 
 
 
（２）アマサイ広報にチャレンジ 

 これまでの広報資料を見た私の感想は，「教科書

のようで，わかりにくい！」でした．これまでの説

明資料とは違う物が出来ないだろうか？女性にも受

け入れられる広報って何かな？ と考え始めた私は，

日常業務の傍ら，アマサイの既存資料を見ながら，

いろんな妄想をすることとなりました． 

 
ａ）アマサイキャラ誕生！ 

 既存資料には読み手の理解を助ける意味で，大抵

図面が付いていました．しかし素人，特に女性には

とっつきにくい感じがします．横断図を眺めていた

私は，そこから様々な生き物たち（妄想の中では

神々）の姿が浮かび上がってきました．（図-2.2） 
妄想から生まれたキャラクターを職場の掲示物に
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図-2.2 アマサイキャラの誕生 

（減勢池部：げんせっちー） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図-2.3 アンケートの実施状況と結果 

 
 
埋め込み 「アマサイキャラ」として職場内での

認知度を徐々に上げることにしました．  
アマサイキャラには，アマサイのトンネル式放流

設備の各部位の特徴を織り込み，見た目から特徴を

把握できるように工夫しました． 
いろんな方に意見を聞きアドバイスを受けたため

数多くのアマサイキャラが生まれました． 
 たくさん生まれたアマサイキャラから施設毎の代

表を決定するため，琵琶湖河川事務所主催の住民イ

ベントで一般の方々を対象としたアンケートを実施

し，最も人気のあったアマサイキャラが正式に採用

されました．（図-2.3） 
 このアマサイキャラ選定の流れも，一般の方が関

わる形にすることでキャラクターに愛着を持ってい

ただきやすいように取組み，アマサイ広報の浸透，

拡散を狙いました． 
 なお，トンネル式放流設備は大きく分けて流入部，

導流部，ゲート室部，減勢池部，吐口部５つの部位

から構成されることから，５つのアマサイキャラの

創造を目指しており，2018年5月現在，３つのアマ

サイキャラが活躍しています．（図-2.4） 
 

 
 

図-2.4 トンネル式放流設備の各部位と 

            アマサイキャラ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-2.5 動画シーンの一例 

 

ｂ）ＹｏｕＴｕｂｅへ動画投稿！ 

 事務所では動画共有サイトYouTubeに琵琶湖河川

事務所公式チャンネルを設けており，アマサイ現場

の施工状況等を情報発信しています．ここでは，工

事進捗を短時間で把握出来るように動画素材として

タイムラプス映像（一定間隔で連続撮影した静止画

コマ撮りをつなぎ合わせた動画）を積極的に活用し

ています．タイムラプス映像は女性にも分かりやす

く，土木工事のＰＲに効果的ではないかと感じまし

た．２） 
そこで，これまでの経験で培った動画編集の技術

を活用し，タイムラプス映像をコンパクトにまとめ

直した新たな動画を作成しました．そこではアマサ

イキャラを登場させたり，軽快なＢＧＭを取り入れ

たりする等，初めて動画を見られた方でも親しみや

すいものとしました．（図-2.5） 
 
ｃ）動画ＰＲカードの作成！ 

 作成した動画の存在をＰＲするため，名刺サイズ

のＰＲカードを作成しました．特にデザインには力

を注ぎ，女性や子供が関心を示すような色使いとし

たほか，複数のパターンのカードを用意しました．

ＰＲカードにはＹｏｕＴｕｂｅ公式チャンネルに直

接リンクするＱＲコードを載せ，一般の方でも気軽

にＹｏｕＴｕｂｅにアクセスしてもらえるようにし

ました．（図-2.6） 
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図-2.6 作成したＰＲカード 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2.7 ＰＲカードの配布場所 

     （天ヶ瀬ダム管理支所） 

 
 

表-2.1 デザイン選考一覧表 

端的な文字と写真でわ
かりやすい

◎
端的な文字と写真でわ
かりやすい

◎

写真はわかりやすい
が、「ダムカード」自体認
知されていない場合が
ある。QRコードは初見で
は意味不明。（アクセス
して初めてわかる。）

△
情報量が多く、アマサイ
を知らない人に対して初
見ではわかりづらい。

△

観光地で見たことのあ
るような顔出しパネルで
あり、なじみがあり、わ
かりやすい。文字内容
では説明し切れていな
い。

○

遠くから見たら巨大看板
で、近くで見て初めてﾓ
ｻﾞｲｸに気づいたときにイ
ンパクトを与えられる。

◎
シンプルに文字と写真
の大きさでインパクトを
与えられる。

○
シンプルにダムカードと
QRコードの大きさでイン
パクトを与えられる。

○
一般的な看板であり、ユ
ニークさに欠ける。

△

工事現場で見覚えのあ
る看板に自分の顔をは
めることができ、撮りたく
なる。

◎

文字として事業内容が
ある程度伝わる。一方、
細かい写真だけでは、
限界がある。

△
文字・写真により事業内
容がある程度伝わる。

△

文字・写真により事業内
容がある程度伝わる。
YouTubeへ誘導できれ
ば効果大。

○
事業を詳細に説明でき
る。

◎
文字である程度事業内
容が伝わる。

△

評価が高く(特に重視す
る項目)、且つ、安全性
も高いため、適してい
る。解像度が確保できる
かが課題である。

◎
重視する項目で評価が
そこそこ高い。

○
重視する項目で評価が
低いものがある。

△
重視する項目で評価が
低いものがある。

△

重視する項目におい
て、評価が高い項目と
低い項目が混在してい
る。

○

複数の細かい写真で構成する
モザイクアートで巨大文字、写
真を作る。

巨大文字と写真。
ﾀﾞﾑｶｰﾄﾞ風なデザインと、遠くか
らでも読み取れる巨大QRコード
(YouTubeへ)。

全体の事業概要説明。
観光地にあるような顔出しパネ
ル。

A「モザイク」 B「巨大看板」 C「巨大QRコード・ダムカード」 D「事業概要」 E「顔出しパネル」

総合評価

わかりやすさ

ユニークさ
（SNS映え）

事業・工事内容説明の充
実性

イメージ
ご
協
力

あ
り
が
と
う

ご
ざ
い
ま
す
！

ダム工事
がんばります！

 
 
 
 また，ＰＲカードの配布にあたっては，ダム愛好

家等に人気のある天ヶ瀬ダムの「ダムカード」と共

に天ヶ瀬ダム管理支所で配布することで，より多く

の人に知ってもらえるようにしました．（図-2.7） 
 
ｄ）巨大看板設置に向けて 

 人気の高い「魅せる！現場」（工事現場見学会）

に参加された方が，より現場を楽しみ，自らのSNS
等で情報を発信・拡散してもらえるように事業をＰ

Ｒする看板をデザインしました． 
 看板のデザイン選考にあたっては，５案作成し，

広報担当者会議で議論，掲載できる情報内容や話題

性の観点を重視し，幅5ｍ，高さ1.8ｍの巨大モザイ

クアートを採用しました．（表-2.1） 
この巨大モザイクアートは，「天ヶ瀬ダム改造

中」という文字と放流中の天ヶ瀬ダムの様子を，複

数の小さなアマサイ現場写真で表現し，遠景・近景

の両方で楽しんでもらえるように配慮しました． 
（図-2.8） 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.8 モザイクアート（全体・拡大） 

             ［高さ1.8m,幅5m］ 

 

 
図-3.1 アンケート実施状況と結果 

 
 
３.  アマサイ広報の成果 
 
 今回作成したアマサイキャラを用いた動画と事業

を説明するために作成した従前の動画について大学

生、高専の生徒を対象にアンケートを実施しました． 

 従前の動画も，かなり凝った動画となっており評

価が高かったのですが，新しく作った動画が高い評

価を得たのが，「女性・子供うけ」するかを問う項

目のアンケート結果でした．（図-3.1） 

その他自由記述の欄に書かれたアマサイキャラを

用いた新しい動画に対する意見として特に女性から

「シンプルで分かりやすかった」「～子供に好印象

を与える～」「テンポよく映像化されているので興

味を引かれる」「ＢＧＭでちょっとわくわく感があ

る」との良い評価のコメントを頂きました． 

 また，「ダムカード」と共に配布しているＰＲカ

ードについてネット検索（いわゆる“エゴサー

チ”）してみるとソーシャルネットサービス(ＳＮ

Ｓ)でも取り上げられていることが確認できました． 

（図-3.2） 
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図-3.2 ＰＲカードの取り上げ状況 

 

 

 

巨大看板は，設置のための関係者協議が整い、８

月に現地の目立つところに設置しました．現場見学

時に見学される方に看板を見て頂いていますが、概

ね好評を得ているところです．ＰＲカードがＳＮＳ

で拡散されて広報がうまくいっていることもあり，

ＳＮＳでの話題性(いわゆる“インスタ映え”)を狙

っているこの巨大看板は見学された方々により大き

く拡散され，更なる広報効果が上がることを期待し

ています．この看板をきっかけに，女性を含めた多

くの方に事業を知って頂きたいと思っています． 

 
 
４.考察・まとめ 
 
 今回の取組を通じて少なからず，アマサイに対す

る一般女性の興味を高めることができたのではない

かと考えています． 
このような取組を全国で進めれば「土木」への理

解・関心を深めることもできるのでは無いでしょう

か． 
私自身，今回取組みを始めた当初は，頼るものも

なく「土木」の知識も少ないため職員の方々に様々

な事を聞き理解を深めました．しかし，もし多くの

女性が土木広報に関わっていけば，女性同士の連携

による相乗効果でより分かりやすい土木広報が実現

し，土木のイメージアップに繋がるのではないかと

思います． 
今後，私は作成途上のアマサイキャラを充実させ，

ＰＲカードや巨大看板も有効活用しながら，女性や

子どもを含む，より多くの方に天ケ瀬ダム再開発事

業を理解頂けるよう，土木工事の魅力が浸透するよ

う，取組を継続していきたいと考えています． 
 
 
 
 

更に，これからは他の業界の女性と交流し，その

女性が持つ，業界で活躍するノウハウを知る事が出

来れば，私が担当する土木広報の更なる発展に繋が

ると考えています． 
 天ケ瀬ダム再開発事業に関わる数少ない女性のい

る現場で，周囲の男性従業員に尋ねると「女性なら

ではの細やかな“気づき”があり，現場の進捗が円

滑になった」等の意見を聞くこともできました． 
日本の人口の約半数は女性です．女性ならではの

視点で，女性（女子）に向けての情報発信すること

は女性を含む多くの人々に「土木」への関心，理解

を高めることにつながり“けんせつ小町”の増加が

期待できます． 
 “けんせつ小町”の増加を後押しする今回のよう

な取組は，「土木」に活力をもたらし，生産性向上

にも効果を発揮するのではないでしょうか． 
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